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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェク

ト毎に当該技術の外部の専門家、有識者等によって構成される研究評価分科会を研究

評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、

評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
 
 本書は、「フォトニックネットワーク技術の開発」の事後評価報告書であり、第  

１３回研究評価委員会において設置された「フォトニックネットワーク技術の開発」

（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、第１５回研究評価委員

会（平成１９年１１月２６日）に諮り、確定されたものである。 
 
 

 
平成１９年１１月 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
 研究評価委員会 
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審議経過 

 
 第１回 分科会（平成１９年１０月８日） 
＜公開セッション＞ 
  １．分科会の公開について 
  ２．評価の実施方法と手順について 
  ３．評価報告書の構成について 

４．プロジェクトの概要説明 
  ５．プロジェクトの詳細説明 
＜非公開セッション＞ 

６．プロジェクトの詳細説明（非公開部分） 
７．全体を通しての質疑 

＜公開セッション＞ 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 

 

 

 第１５回 研究評価委員会（平成１９年１１月２６日） 
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評価概要 
 
１．総 論 
１）総合評価 
電子ルータなどインターネットの技術の多くを外国に依存している現在、次のネッ

トワークインフラとして期待されるフォトニック技術の重要デバイスを日本発で開

発することの意義は極めて大きい。大学と企業が緊密に連携し、数年程のうちに実用

化を目指す超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイス開発・実証

（フェーズⅠ）、および、それ以降の実用化を想定する次世代光パケットスイッチノ

ードデバイスの基盤技術開発（フェーズⅡ）という困難な課題に対して、世界的に見

ても十分に競争力のある優れた成果を得たと評価できる。サブシステム実証によるデ

バイスの評価は、優れた光デバイスを作り上げる点で重要な研究であった。また、プ

ロジェクトリーダーの研究マネジメントについても、状況変化に適切に対応しており

高く評価できる。 

なお、フェーズⅠでは光バーストスイッチシステムへの実用化・事業化を強く意識

した結果、デバイス開発方針が堅実になり過ぎ、現行技術を大幅に上回る意外な発見

やブレークスルーが見られなかったが、各デバイスが十分に実用化、事業化に近いレ

ベルに高められつつあると評価でき、今後の製品化に期待したい。 

 

２）今後に対する提言 

光デバイスは国際的に見て日本産業界が担当するにふさわしい高付加価値技術群

であり、かつ、日本にはその背景実績があると考えられ、超高速光ネットワークノー

ド技術の実用化研究を更に発展させて頂きたい。 

本プロジェクトによって開発されたデバイスは、既に部分的な実用化や生産技術開

発に進んでおり、日本の優位が更に明確となったと評価できる。今後、本プロジェク

トにより開発されたデバイスをシステム・ネットワークサイドに提供し、そちらから

のフィードバックを得て、これらデバイスの更なる改良・実用化に結びつける仕組み

の追加構築が必要である。また、開発しつつある様々な光デバイスが将来本当に使わ

れていくか更に検討を進める必要があり、世界に勝てるキーデバイスとして実用化す

るべく種類は少なくてもいいのでターゲットを絞っての開発も重要と考える。また、

今後の実用化に向けては、開発されたデバイスがどのような所に実用化されたかをフ

ォローしていくことが重要である。     

なお、開発に参加した各企業で実用化への試みが滞らぬよう、本格的にシステム側

が利用する状況まで今後も支援するべきである。 
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２．各 論 

１）事業の位置付け、必要性について 

国内の光インターネット需要の急速な立ち上がりとＮＧＮ（次世代の基幹ネットワ

ーク）などネットワークが高度化していく中で、優れた性能の光デバイスは次世代の

機能性の高いネットワーク構成の基本である。光技術は日本が世界を先導している一

面もあり、特に物作りとしての高性能デバイスは日本が国際競争力を高く維持するめ

に重要である。また、日本国内のエネルギー消費削減に寄与し、総合科学技術会議等、

国の政策とも方向性が合致している。 

本技術開発は、ネットワークシステムの期待を見据えて実用的なデバイス開発を迅

速に行うフェーズⅠの開発、および量子ドット、フォトニック結晶など基礎科学領域

のフェーズⅡの基盤技術開発が含まれ、多種類のフォトニックキーデバイスを総合的

に研究開発する目的から民間企業だけで本格的に取り組むにはハイリスクな研究で

ある。また、大学などにおける基礎研究とＮＩＣＴ（（独）情報通信研究機構）や通

信事業者などによるネットワーク技術開発との間を橋渡しする意味からもＮＥＤＯ

によるデバイス技術の開発支援は極めて重要であり、事業目的、およびタイミングも

妥当なものであった。 

なお、超高速光ネットワークノードデバイス実現を目標にして、各デバイスの性能

目標等が設定されているが、他の用途にも有効な仕様値であるかどうかの視点からの

検討も必要であった。ＮＥＤＯには、今後とも日本の光産業の将来のための基礎を作

るという意識を持ち、次世代のデバイス作りに忍耐強い運営・推進を望む。 

 

２）研究開発マネジメントについて 

最終目標設定は戦略的かつ具体的であり、予算規模、実施体制も妥当であり、産学

官の緊密な連携が図られ厳密に計画が遂行された。プロジェクトリーダーは成果が最

大になるように統括し、個々の光デバイスの開発を総合化するサブシステムを設定し

て数多いデバイス群開発を上手くまとめ中核となって適切なマネジメントを行った。

サブシステム実証実験では、世界最高レベルの国際会議で動態展示するなどプロジェ

クトの求心力の強化と世界の本分野におけるプレゼンスを高めたと評価できる。また、

中間評価において指摘された事項について誠実に対処し、実用化委員会を設置すると

共に、開発対象の再検討と適切な絞込みが行われたと評価できる。 

なお、中間評価時に指摘のあったシステム的な取り組み強化のためのシステム専門

家の増員については、もう少し範囲を広げてシステム専門家を配置していれば、サブ

システム検証を行ったシステム構成等での改善、さらに他の重要なシステムへの適用

性についても検討が行われたと考えられる。また、本プロジェクト成果をシステム・

ネットワークサイドに提供し共同研究を行うなどの体制は十分でなかった。 
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３）研究開発成果について 

将来の全光スイッチ／ルータの基礎となる全光信号処理技術がほぼ網羅された研

究開発が行われた。フェーズⅠでは、電子制御型波長多重光スイッチノードデバイス

開発とサブシステム実証などで当初の目標をクリアーしており、世界的に見てもレベ

ルの高いデバイスが幾つか実現しつつあると評価できる。フェーズⅡの次世代光パケ

ットスイッチノードデバイスの基盤技術開発では、一例として日本発の技術である量

子ドット技術を非常に高い技術レベルまで向上させ、事業化に向けたベンチャー企業

が設立されたこと等で評価できる。 

本研究成果は他の競合技術や外国水準と比較して概ね優位性があり、新たな技術領

域を開拓することが期待される。知財に関しても、基礎原理と生産技術の中間に位置

する、企業にとって最も重要な項目が特許申請され、また、論文発表も十分に行われ

たと評価できる。 

ただし、開発されたデバイスとしては、独創的で現行デバイス以上の性能を持つも

のが少ない。また、デバイスは他にも広い応用分野を有すると見られるため、より広

い用途、視野に基づいた目標設定も必要であった。 

 

４）実用化、事業化の見通しについて 
実用化に向けての委員会を立ち上げ、実用化イメージ、出口イメージをかなり厳格

に意識してサブシステムによる実証実験を通して、デバイスの実用性を高める努力を

行った結果、特筆すべき成果が得られた。 

フェーズ Iではサブシステム実証、動態展示が行われ、フェーズⅡではベンチャー

企業が設立されたという実績から、各デバイスが十分に実用化、事業化に近いレベル

に高められつつあると評価でき、実用化を急ぐべき有望なデバイスもいくつかあり、

開発加速と今後の製品化に期待したい。なお、多くのデバイスで、原理はよく知られ

ていながら開発が途上となっていた方式が使われていることから歩留まりの高い生

産技術の完成が課題である。また、海外のベンチャー会社との技術競合にも留意すべ

きである。 

なお、フェーズ Iについては、比較的短期間での事業化が求められているが、テー

マによっては投入された予算に見合った事業化実績が今後得られていくのかどうか

疑問が残るものも一部あるため、光デバイスの事業化状況ついては、今後、追跡調査

を厳格に行って頂きたい。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 

第１５回研究評価委員会（平成１９年１１月２６日開催）に諮り、了承された。研

究評価委員は以下のコメントが出された。 

 

●�デバイス系の技術開発においては、ニーズ側を交えた研究体制、目標設定が重要で 

 あり、実用化に至るまでロードマップの中で戦略的に考えていくことが重要である。��

 

●�研究成果としてはすばらしいものがあるだけに、プロジェクトの成果を踏まえて、

 実用化に繋がる有効な仕組みを考えてもらいたい。�� 
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研究評価委員会 
委員名簿（敬称略、五十音順） 

 

職 位   氏 名 所属、肩書き 

委員長  西村 吉雄 国立大学法人東京工業大学 監事 

委 員  伊東 弘一 早稲田大学 理工学術院総合研究所 客員教授（専任） 

委 員  稲葉 陽二 日本大学 法学部 教授 

委 員  大西  優 株式会社カネカ 顧問 

委 員  尾形 仁士 三菱電機エンジニアリング株式会社 取締役社長 

委 員  黒川 淳一 国立大学法人横浜国立大学大学院 
工学研究院・システムの創生部門 教授 

委 員  小林 直人 独立行政法人産業技術総合研究所 理事 

委 員  小柳 光正 国立大学法人東北大学大学院 
工学研究科バイオロボティクス専攻 教授 

委 員  佐久間一郎 国立大学法人東京大学大学院 
工学系研究科精密機械工学 精密機械工学専攻 教授 

委 員  冨田 房男 放送大学 北海道学習センター 所長 

委 員  架谷 昌信 愛知工業大学 工学部機械学科 
教授・総合技術研究所所長 

委 員  平澤  泠 東京大学名誉教授 

委 員  吉原 一紘 アルバック・ファイ株式会社 技術開発部 理事 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総 論 

１）総合評価 

電子ルータなどインターネットの技術の多くを外国に依存している現在、次の

ネットワークインフラとして期待されるフォトニック技術の重要デバイスを日本

発で開発することの意義は極めて大きい。大学と企業が緊密に連携し、数年程の

うちに実用化を目指す超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバ

イス開発・実証（フェーズⅠ）、および、それ以降の実用化を想定する次世代光パ

ケットスイッチノードデバイスの基盤技術開発（フェーズⅡ）という困難な課題

に対して、世界的に見ても十分に競争力のある優れた成果を得たと評価できる。

サブシステム実証によるデバイスの評価は、優れた光デバイスを作り上げる点で

重要な研究であった。また、プロジェクトリーダーの研究マネジメントについて

も、状況変化に適切に対応しており高く評価できる。 

なお、フェーズⅠでは光バーストスイッチシステムへの実用化・事業化を強く

意識した結果、デバイス開発方針が堅実になり過ぎ、現行技術を大幅に上回る意

外な発見やブレークスルーが見られなかったが、各デバイスが十分に実用化、事

業化に近いレベルに高められつつあると評価でき、今後の製品化に期待したい。

 

＜肯定的意見＞ 

○ ５年間で約５６億円の予算をかけ、数年のうちに実用化を目指す光通信用のデ

バイスの研究と、それ以降の実用化を想定する先端的機能デバイスの研究を推

進し、ほぼ目標を達成した。 

○ 全体的に見ると先端技術に携わる大学と企業がタイアップして、各種のスイッ

チノードデバイスの創出を積極的に推し進め、優れた成果を得ている。 

・サブシステムによるデバイスの評価は、サブシステムのネットワーク応用にお

ける質の議論はともかく、優れた光デバイスを作り上げる点では重要な研究で

あったと思われる。 

○ 強力な大学研究機関と企業研究機関が緊密に連携し、新規性の高いテーマ研究

よりむしろ先端要素技術を結集した光バーストスイッチシステム設計、製作、

プロトタイプ性能評価、動態展示数回を実施し、今後の新たな課題を明らかに

するなど、高付加価値産業維持発展への事業化見通しを立てた。 

○ 電子ルータなどインターネットの技術の多くを外国に依存している現在、次の

ネットワークインフラとして期待されるフォトニック技術の重要デバイスを日

本発で開発することの意義は極めて大きい。特にデバイス自体の開発だけでな

く、システムとして組み上げて実証する試みはおおいに評価できる。 

○ 近年、光デバイスの基礎研究と、その実用化や通信システムへの適用の間には

距離ができつつある。本プロジェクトはこの距離を縮め、実際にサブシステム
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への適用等をやり遂げている。近年の同分野の国家プロジェクトとしては世界

的に見ても成功例であり、分野全体にインパクトを与えたことを高く評価する。 

○ 光ネットワークを構成する諸々の基盤技術に関して、それぞれ着実な成果を挙

げている。 

○ 次世代のフォトニックネットワークに必要となる、光デバイス技術を的確に捉

え、これらデバイスの仕様について、想定されるフォトニックネットワークノ

ードの性能からブレークダウンして決定しているプロセスは、事業化を念頭に

置いたアプローチとして適切である。また得られた光デバイス性能も世界的に

見ても十分に競争力のあるものであり、高く評価できる。また、プロジェクト

リーダーの研究マネジメントについても、状況変化に適切に対応しており、高

く評価できる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 研究成果のデバイスの性能評価のために適用が想定されるサブシステムを想定

しプロトタイプによる実践を行ったことは評価できるが、そのサブシステムは

あくまで手段であり、サブシステムの実現自体が目標とされているように見受

けられる。 

● 小型石英導波路デバイス、量子ドットデバイス、フォトニック結晶デバイスな

ど独創的な技術が生かされているものがある一方で、デバイスは作るものの、

詰めが甘く本当に将来役に立つデバイスに育っていくかが不安なものが散見さ

れる。また、デバイスは作っているのだが、企業の積極性が中々見えてこない。

企業としても基礎的研究と捉えているのか、２０１０年実用化がすぐに迫って

いるような気迫は伝わってこなかった。 

● ５年間という開発期間はおおむね妥当といえるが、携帯電話分野でＧＳＭから

３Ｇへの移行に跛行性があるように、電子ルータから光スイッチへの移行がい

つごろどんな形で進むのか、技術開発のタイミングを見計らうことも重要であ

る。またフォトニック技術の開発はカナダなど欧米でも力を入れており、海外

との開発体制の比較や研究の進展度を計るベンチマークの導入があってもよい

だろう。 

● フォトニックルータ仕様のデバイス、もしくは量子ドット／フォトニック結晶

デバイスの開発という困難な課題を含むものの、個々の分野から見ると堅実な

開発内容になっており、順当に努力した成果という印象が多い。したがって、

現行技術を大幅に上回る意外な発見やブレークスルーが見られない。ただし

NEDO プロジェクトの性格上、仕方がないと思われる。 

● 成果として得られる光デバイスの性能が、特定のアプリケーションに限定して

検討されており、その結果、研究成果の事業化分野がやや狭まってしまった懸

念がある。この点については、もう少し応用分野を広めて、光デバイスの仕様

検討をすべきであった。 
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＜その他の意見＞ 

• 一部評価委員の意見に、出口を気にしすぎとの意見もあるようだが、５６億円

もの国費を投じて進める国家プロジェクトだけに、実用化・商用化を強く意識

しておく必要がある。今回は技術開発の狙いとして省エネルギー化が重視され

たようだが、経済性や効率化など別な尺度も採り入れ、開発目標をもっと明確

化したほうがよかった。 

• 着実な成果を挙げていること以外に飛躍的な成果があったものを特記するなど

の工夫が必要であろう。 
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２）今後に対する提言 

光デバイスは国際的に見て日本産業界が担当するにふさわしい高付加価値技術

群であり、かつ、日本にはその背景実績があると考えられ、超高速光ネットワー

クノード技術の実用化研究を更に発展させて頂きたい。 

本プロジェクトによって開発されたデバイスは、既に部分的な実用化や生産技

術開発に進んでおり、日本の優位が更に明確となったと評価できる。今後、本プ

ロジェクトにより開発されたデバイスをシステム・ネットワークサイドに提供し、

そちらからのフィードバックを得て、これらデバイスの更なる改良・実用化に結

びつける仕組みの追加構築が必要である。また、開発しつつある様々な光デバイ

スが将来本当に使われていくか更に検討を進める必要があり、世界に勝てるキー

デバイスとして実用化するべく種類は少なくてもいいのでターゲットを絞っての

開発も重要と考える。また、今後の実用化に向けては、開発されたデバイスがど

のような所に実用化されたかをフォローしていくことが重要である。     

なお、開発に参加した各企業で実用化への試みが滞らぬよう、本格的にシステ

ム側が利用する状況まで今後も支援するべきである。 

 

＜今後に対する提言＞ 

• 本プロジェクトにより開発されたデバイスをシステム・ネットワークサイドに

提供し、そちらからのフィードバックを得て、これらデバイスの改良・実用化

に結びつける仕組みを構築する必要がある。 

• 一部にはいい成果が出ているが、ここで開発しつつある様々な光デバイスが将

来本当に使われていくかについては、さらに検討を進める必要がある。また、

このままの延長線で次段階の研究を進めることには、システム化への統合の点

で疑問がある。むしろ世界に勝てるキーデバイスを種類は少なくてもいいので、

総花的ではなく目標をもっと絞って進めた方がいいのではないか。 

• (1) いずれさらに大きな社会的需要が到来することは確実、(2) 本研究の目的

を電子技術でブレークスルーすることは不可能であり、将来誰かが光技術でブ

レークスルーすることは確実、(3) 有力候補材料は光半導体とその集積回路、

(4) 北米、EU、日本、中国・インドのうち日本産業界が担当するにふさわしい

高付加価値技術群であり、かつ、日本にはその背景実績があると考えられる。

超高速光ネットワークノード技術の実用化研究を、ぜひともさらに発展させて

いただきたい。 

• ＮＥＤＯ主導による技術開発はこれで一段落するが、実用化までにはまだかな

り道のりがある。開発に参加した各企業で実用化への試みが滞らぬよう今後も

チェックしていく枠組みが必要だと思う。場合によっては民間資本の導入や企

業間の研究協力を促す新たな仕組みを講じる必要があろう。 

• 光デバイスは国際的に見て日本の強みが生かせる分野であり、事実、本プロジ

ェクトによって日本の優位がさらに明確となった。得られたデバイスは、既に
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部分的な実用化や生産技術開発に進んでいる。システム側が本格的に利用する

状況まで、今後も継続的に支援するべきである。 

• 一般論として、基礎技術の研究開発について、その出口としての応用を明らか

にし、その有用性を示すことは重要であるが、プロジェクト推進者にそれらを

課すのではなく、第 3 者委員会を設置し、そこで議論するなどの工夫が必要で

あろう。それをやらないと、本プロジェクトにも一部見られるように、方向性

を見誤る可能性がある。 

• フェーズ Iについては、前提となるサブシステムの有効性について再考を行い、

必要であれば構成を修正した上で、実用化検討を進めていくべきであると考え

る。フェーズ II については、更なるデバイスの特性向上を目指して、継続的に

研究を行うべきである。 

 

＜その他の意見＞ 

・ 開発されたデバイスがどのような所に実用化されたかをフォローしていくこと

が重要である。 

・ この研究で民間企業が積極的に実用化を目指してやっているようには見受けら

れない。 

・ 開発作業は各技術を様々な企業が分担したが、今後は当該企業同士で技術の交

流を促すようにすることが重要である。 

・ スイッチング速度、波長変換速度などについて近い将来飛躍的な進展が望めな

いとすれば、高速回線交換に適したフォトニックネットワーキング技術の研究

開発を推進すべきであり、それにあった基礎技術を取捨選択し、研究開発を推

進すべきである。 
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１．２ 各 論 

１）事業の位置付け・必要性について 

国内の光インターネット需要の急速な立ち上がりとＮＧＮ（次世代の基幹ネッ

トワーク）などネットワークが高度化していく中で、優れた性能の光デバイスは

次世代の機能性の高いネットワーク構成の基本である。光技術は日本が世界を先

導している一面もあり、特に物作りとしての高性能デバイスは日本が国際競争力

を高く維持するめに重要である。また、日本国内のエネルギー消費削減に寄与し、

総合科学技術会議等、国の政策とも方向性が合致している。 

本技術開発は、ネットワークシステムの期待を見据えて実用的なデバイス開発

を迅速に行うフェーズⅠの開発、および量子ドット、フォトニック結晶など基礎

科学領域のフェーズⅡの基盤技術開発が含まれ、多種類のフォトニックキーデバ

イスを総合的に研究開発する目的から民間企業だけで本格的に取り組むにはハイ

リスクな研究である。また、大学などにおける基礎研究とＮＩＣＴ（（独）情報通

信研究機構）や通信事業者などによるネットワーク技術開発との間を橋渡しする

意味からもＮＥＤＯによるデバイス技術の開発支援は極めて重要であり、事業目

的、およびタイミングも妥当なものであった。 

なお、超高速光ネットワークノードデバイス実現を目標にして、各デバイスの

性能目標等が設定されているが、他の用途にも有効な仕様値であるかどうかの視

点からの検討も必要であった。ＮＥＤＯには、今後とも日本の光産業の将来のた

めの基礎を作るという意識を持ち、次世代のデバイス作りに忍耐強い運営・推進

を望む。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 多種類のフォトニックキーデバイスの研究・開発をバラバラではなく総合的に

推進したことは評価できる。事業目的、およびタイミングも妥当なものである。 

○ この分野は光通信・ネットワークの進む方向として大変重要であり、その先導

役として NEDO が積極的に関与していくことは大変重要なことである。特に優れ

た性能の光デバイスは次世代の機能性の高いネットワーク構成の基本となるの

で重要な研究開発である。また、光技術は日本が世界を先導している一面もあ

り、特に物作りとしての高性能デバイスは日本が国際競争力を高く維持するめ

に重要である。 

○ 現在の国内光インターネット需要の急速な立ち上がり、中国通信容量需要・汎

用通信機器製造力の急速な立ち上がり、国内テレビ放送インフラ再構築予定な

どを鑑みて、日本国内のエネルギー消費削減、高度情報通信機器と光半導体製

造産業の維持発展を目的とする、重要な NEDO 事業と考えられる。 

○ 大学などにおける基礎研究とＮＩＣＴや通信事業者などによるネットワーク技

術開発との間を橋渡しする場として、ＮＥＤＯによるデバイス技術の開発支援

は大きな意味があると思う。ＮＧＮなどネットワークが高度化していく中で、
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次世代の技術の方向性を日本全体として見定めていく場としても意味がある。 

○ 一般に、システム側からデバイス開発へ様々な要求が出されるが、それは必ず

しも一貫していない。そのため、時間がかかるデバイス開発では、要求と整合

させるのが難しいことが多い。本プロジェクトは、システムの期待を見据えて

実用的なデバイス開発を迅速に行ったという点で施策目標に合致している。量

子ドット、フォトニック結晶など、基礎科学との境界に位置する技術の実用化

は民間企業だけで本格的に取り組むのは難しく、NEDO の関与は妥当である。 

○ それぞれの個別技術分野において一定の進展をもたらす成果が挙げられている。

夫々得意とする技術の研究成果を持ち寄り、全体として基盤技術の発展をドラ

イブする効果は充分得られている。 

○ 総合科学技術会議等、国の政策とも方向性が合致しており、我が国の光分野の

発展に必要な研究開発である。 

 各研究開発テーマについても研究開発期間及び実用化見通しにより、フェーズ I

及びフェーズ II と分けて実施している形態も妥当なものである。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 開発されたデバイスの性能評価のためのサブシステムの構築をプロジェクトの

中だけで推進するのは改善する必要がある。 

● 予算をかけた割には使えるデバイスとしての成果が少ないような気もする。こ

れは企業がこの研究を基礎的なもとして捉え、将来に向けての基礎固めをして

いるからではないか。企業の事業部が関与するのではなく、やはり研究部隊が

中心となっているので、事業部からのフィードバックが少なく、会社を挙げて

実用化というようなフェーズにはなりにくい。 

● 国家プロジェクトゆえに全員参加が原則のようだが、参加企業が増えすぎると、

今度は実用化・商用化の段階で難しさがある。また今回は通信事業者からＫＤ

ＤＩ研究所が参加したが、ＮＴＴが加わっていない。国家戦略という観点から

いえば、ＮＴＴの存在があってもよかった。 

● 費用対効果は、今後の展開を注視する必要がある。開発されたデバイスが本格

的に市場に登場するには、もう一歩、支援が必要な部分もある。 

●・出口を何に設定するかは難しい問題であるが、バーストスイッチングなど個別

ネットワーキング技術を出口として設定すると、今回のように、そのようなス

イッチング技術は現実にはないとの指摘を受ける。「ネットワーキングの基礎技

術として、○○の要素技術を開発した。今後実現されるであろうネットワーキ

ング技術のここに使える。」との説明を用意すべきではないか。 

・出口設定として、今回のような特定のスイッチング原理に基づくネットワーク

（バーストスイッチング）の実現を課しているのであれば、それ自体が問題で

あり、NEDO における出口設定については慎重な検討が必要ではないか。 

・出口イメージの設定を、プロジェクト推進者に課すのではなく、より広く有識
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者を集めてそこで議論する必要があるのではないか。 

● 各フェーズにおいて、目標として掲げられているノードデバイスの構成につい

ては、確かに実現可能性のある一つの形態ではあるが、他にも有効な形態があ

るものと思われる。特にフェーズIで掲げられているサブシステムについては、

その有効性の観点から再考を必要とするものと思われる。またフェーズ I にお

いては、このノードデバイス実現を目標にして、各デバイスの性能目標等が設

定されており、掲げられた目標性能が、他の用途にも有効な仕様値であるかど

うかの視点からの検討も必要であった。 

 

＜その他の意見＞ 

• 光通信がまた再び大活況を帯びているわけではないので、NEDO はあまり実用化

ばかり叫ばず、日本の光産業の将来のための基礎を作るんだという意識をもっ

と持って運営する必要があろう。次世代のデバイス作りなので忍耐強くやって

欲しい。 

• 国家予算の絡みもあり、ＮＥＤＯによる技術開発支援はスケジュールが日本独

自のペースとなりがちだが、オープン時代の情報通信技術は新技術開発の方向

性や速度が外的要因によって左右される場合が少なくない。その意味では当初

計画通りに満了することも重要だが、開発の方向性が正しいかどうかを絶えず

再確認する視座を持ち、柔軟に作業を進めていく必要がある。 

• ルータやスループットなどの用語が不正確に用いられている。専門外のことな

のでいたしかたないが、それらに係るところを出口イメージとして考えるとこ

ろにそもそも無理がある可能性はないか？  
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２）研究開発マネジメントについて 

最終目標設定は戦略的かつ具体的であり、予算規模、実施体制も妥当であり、

産学官の緊密な連携が図られ厳密に計画が遂行された。プロジェクトリーダーは

成果が最大になるように統括し、個々の光デバイスの開発を総合化するサブシス

テムを設定して数多いデバイス群開発を上手くまとめ中核となって適切なマネジ

メントを行った。サブシステム実証実験では、世界最高レベルの国際会議で動態

展示するなどプロジェクトの求心力の強化と世界の本分野におけるプレゼンスを

高めたと評価できる。また、中間評価において指摘された事項について誠実に対

処し、実用化委員会を設置すると共に、開発対象の再検討と適切な絞込みが行わ

れたと評価できる。 

なお、中間評価時に指摘のあったシステム的な取り組み強化のためのシステム

専門家の増員については、もう少し範囲を広げてシステム専門家を配置していれ

ば、サブシステム検証を行ったシステム構成等での改善、さらに他の重要なシス

テムへの適用性についても検討が行われたと考えられる。また、本プロジェクト

成果をシステム・ネットワークサイドに提供し共同研究を行うなどの体制は十分

でなかった。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 個々の光デバイスの開発を総合化するサブシステムを設定し、実証実験を世界

最高レベルの国際会議で動態展示するなどプロジェクトの求心力の強化と世界

の本分野におけるプレゼンスを高めたマネジメントは評価できる。また、中間

評価などを契機に研究テーマの絞り込み、プロジェクトメンバーの追加などを

行い、柔軟な運営を推進したことは評価される。 

○ 研究リーダは中間評価でのコメントを元に幾つかのテーマの改廃を率先して行

い、プロジェクトとしての成果が最大になるように統括しており、数の多いデ

バイス群をうまくまとめている。また、自ら新たなデバイスの提案し、中核と

なってプロジェクトの成功に向けて頑張った。 

○ 最終目標設定は戦略的かつ具体的であり、予算規模、実施者体制もほぼ妥当と

認められる。また、実用化委員会設置と個別テーマ実施体制変更（光波長変換

器、光合分波器、サブシステム実証）を実施した中間評価マネジメントが、有

効に機能したと認められる。実施者間の連携に関しては、フェーズ I 個別テー

マの間で充分な連携が認められる。 

○ 研究開発の目標設定や計画立案はおおむね妥当といえる。開発内容についても

具体化されており、厳密に計画が遂行されている。 

○ 産学官の緊密な連携がはかられ、フェーズ I では役割分担の明確化と最終的な

統合の成功、フェーズ II では研究リソースの集中により、産業界に一定のイン

パクトを与える世界をリードする実用性のある研究成果が見られる。 

○ 目標は順調に達成しており、研究開発計画の妥当性を示している。 
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○ プロジェクトリーダーの統括の元、適切なマネジメントが行われてきたものと

思料される。また、中間評価において指摘された事項についても、誠実に対処

されている。更に、中間評価時において開発対象の再検討と適切な絞込みが行

われており、この点は評価される。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 本プロジェクトの成果をシステム・ネットワークサイドに提供し共同研究を行

うなどの体制は十分でなかった。 

● デバイスの実用化に関する判断は大学の教授にはもともと大変な負担であり、

むしろ企業の事業部サイドの応援があれば、もっとしっかりした実用化への道

が示せたように思う。 

● 開発内容を最初から厳格に定めていることから、運営面での柔軟性に欠ける部

分も見受けられる。また当初計画をベースに最終評価を受ける必要があるため、

軌道修正しにくい部分もあるようだ。一般企業の研究開発のように多少のアロ

ーアンスが持てる仕組み作りも必要だろう。 

● 研究費の投入が実効を示し始めたのは 3 年目あたりからなので、多くの研究で

後半に尻上がりに成果が出ているように見える。各研究者の実績をベースに初

年度からスタートダッシュし、さらに資金を投入していくやり方の方が、成果

全体の膨らみが大きかったかもしれない。 

● フェーズ I において中間評価後キャリア系メンバーの強化を行っており、一定

の努力が見られるが、必ずしもそれが出口イメージの明確化につながっていな

い。 

● フェーズ I の中間評価時に指摘のあったシステム専門家の増員要請については、

対処は行われたものの、参加企業 1 社からシステム専門家を増員しただけであ

った。1社の専門家の増員では、見解に偏りが生じる恐れがあるため、本来であ

れば、もう少し範囲を広げてシステム専門家を配置すべきであったものと思わ

れる。サブシステム検証を行ったシステム構成について、事後評価分科会にお

いて、複数の評価委員からその有効性について疑問が示されたが、より幅広い

範囲からシステム専門家の増員を図り、中間評価後に議論を繰り返していれば、

このような結果となることを避けることができたかもしれない。 

 

＜その他の意見＞ 

• 本プロジェクトの目的と個別テーマ分野の特徴に比して、当初の実施者機関数

が若干多かったように見受けられた。 

• こうした予算支援では仕方ないかもしれないが、評価を受けるためのドキュメ

ント作りや発表作業に研究者の労力がかなり取られているようにも見受けられ

る。 

• フェーズ II は１０年後の実現を目指すものとし、それに対する目標を設定し、
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達成したとしているが、１０年後に実現される技術に対して、現時点において

数年間で達成できる目標を設定することにそもそも意味があるとは考えられな

い。数値目標達成至上主義に陥っていないか危惧される。 
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３）研究開発成果について 

将来の全光スイッチ／ルータの基礎となる全光信号処理技術がほぼ網羅された

研究開発が行われた。フェーズⅠでは、電子制御型波長多重光スイッチノードデ

バイス開発とサブシステム実証などで当初の目標をクリアーしており、世界的に

見てもレベルの高いデバイスが幾つか実現しつつあると評価できる。フェーズⅡ

の次世代光パケットスイッチノードデバイスの基盤技術開発では、一例として日

本発の技術である量子ドット技術を非常に高い技術レベルまで向上させ、事業化

に向けたベンチャー企業が設立されたこと等で評価できる。 

本研究成果は他の競合技術や外国水準と比較して概ね優位性があり、新たな技

術領域を開拓することが期待される。知財に関しても、基礎原理と生産技術の中

間に位置する、企業にとって最も重要な項目が特許申請され、また、論文発表も

十分に行われたと評価できる。 

ただし、開発されたデバイスとしては、独創的で現行デバイス以上の性能を持

つものが少ない。また、デバイスは他にも広い応用分野を有すると見られるため、

より広い用途、視野に基づいた目標設定も必要であった。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ フェーズⅠ、フェーズⅡともに、開発目標をほぼクリアーしたデバイス試作に

成功し、その中には早期に実用システムに適用可能なものも含まれている。 

○・特許および論文などかなりの学術的成果がでており、それらの面での達成度は

高い。 

・当初の目標をクリアーしており、その実現に向けての頑張りは良く理解できる。 

・世界的に見てもレベルの高いデバイスが幾つか実現しつつある。 

○ 光バーストスイッチノード装置製作と動作実証、切替時間 1 ミリ秒実現、個別

テーマ毎の最終目標などを通して、研究開発成果は目標値を達成している。 

本研究成果は他の競合技術や外国水準と比較して概ね優位性があり、新たな技

術領域の日本国産業活動を開拓することが、期待される。 

○ 研究開発の成果は当初の期待を十分満たす内容になったといえる。特許の出願

件数や論文発表件数なども満足のいく水準だといえよう。ただ、それが世界の

技術開発の動向にどれだけのインパクトを与えるものなのかは、研究報告の内

容からだけでは判断しがたいものがある。 

○ フェーズ I、II ともに目標は明確で、それが達成されている。いずれのデバイ

スもそれぞれ従来にない特長を備えており、それらが実用レベルまで高められ

ているので、今後、システム側が部分的にも導入に踏み切れば、大きな市場が

生まれると期待される。知財も基礎原理と生産技術の中間に位置する、往々に

して企業にとって最も重要な項目が特許申請されている。論文発表も十分に行

われており、世界レベルの評価を受けている。 

○ 目標は順調に達成されている。世界的に見ても十分優れた成果もある。 
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○ 将来の全光スイッチ／ルータの基礎となる全光信号処理技術がほぼ網羅されて

おり、かつ成果の多くは目標を上回っており、高く評価できる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 今後は、開発されたデバイスが早期に実用化可能なもの、優位性が発揮できず

実用化が困難のもの、および５年程度研究を続け機能、性能の向上を図るべき

ものに分類し絞り込みが必要。 

● いいデバイスも２、３あるが、デバイスの中味としてこれは独創的であるとい

うようなものが少ないように思われる。 

・目標はかなりクリアーされているように見えるが、実用性のあるものに本当に

仕上がるのか、企業は本気でそれを考えているのか疑問な所もある。すなわち、

プロジェクトに対して、断りにくいし、参加すれば予算がもらえるし、それに

より自分たちの研究も進むので、それでは参加しましょうかというような感じ

もする。すなわち基礎研究的な扱いである。自らこれを実現するのでこれだけ

の予算をくれというような気概があまり見受けられなかったのではないか。 

・予算に見合った成果かというと、もっとデバイスの実用化に向かっての進捗が

あっても良かったのではないか。2010 年に向けて実用化の話をしているのであ

れば、フォトニックネットワークのここに入れていくという具体例があって欲

しかった。 

● 総論のところでも述べたが、なぜこの研究テーマを選んだのか、それによって

どんなことが可能になるのか、また世界の中で日本がどういうポジションを得

られるのか、といった点をもっと明確化しておく必要がある。特許や論文につ

いても、諸外国との比較ができるようにするとよいだろう。 

● あらゆる性能が現行デバイス以上であり、さらに従来にない特長を備えている、

といった理想的な成果をあげたデバイスは見あたらない。新しい特長のために

現行デバイスの性能を部分的に犠牲にしている点が見受けられ、そういった欠

点の穴埋めには少し時間がかかりそうである。また、基本原理の提案や特許取

得は、本プロジェクトではほとんど見られない。これも NEDO プロジェクトの性

格上、仕方がないことと感じる。 

●・成果の優位性、世界におけるレベルについては必ずしも明確になされていない

ものがあった。 

・これと関連する問題として、成果の技術的意義については専門家が見れば納得

のいくものであろうが、その成果を活用しようとする専門家にとってはかなら

ずしも明確化されていない。 

・そもそも目標設定についてどの程度妥当性があるのか疑問であるたとえば、光

スイッチについてはスイッチング速度 1us と設定し、それを達成しているが、

そもそもなぜ 1us という数値がでてきたか不明である。「プロジェクト終了時点

ではスイッチング速度１us 達成可能」→「バーストスイッチングなら使えると
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言える」という発想で、達成可能な数値がまず最初にあって、それにあわせて

バーストスイッチングという出口を想定したように見える。 

● フェーズ I については、予め設定したシステム性能を実現すべく、各開発デバ

イスの性能目標を設定し、それに向かって開発を行った。この手法自体に大き

な問題はないが、本プロジェクトで開発したデバイス自体は、他にも広い応用

分野を有しており、もう少し広い視野に基づいた目標設定が必要であったので

はないかと思料される。 

 

＜その他の意見＞ 

• 研究開発の成果を具体化・実用化するうえで、どんな商品やサービスが期待で

きるのか、具体的な説明があると分かりやすい。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 

実用化に向けての委員会を立ち上げ、実用化イメージ、出口イメージをかなり

厳格に意識してサブシステムによる実証実験を通して、デバイスの実用性を高め

る努力を行った結果、特筆すべき成果が得られた。 

フェーズ I ではサブシステム実証、動態展示が行われ、フェーズⅡではベンチ

ャー企業が設立されたという実績から、各デバイスが十分に実用化、事業化に近

いレベルに高められつつあると評価でき、実用化を急ぐべき有望なデバイスもい

くつかあり、開発加速と今後の製品化に期待したい。なお、多くのデバイスで、

原理はよく知られていながら開発が途上となっていた方式が使われていることか

ら歩留まりの高い生産技術の完成が課題である。また、海外のベンチャー会社と

の技術競合にも留意すべきである。 

なお、フェーズ I については、比較的短期間での事業化が求められているが、

テーマによっては投入された予算に見合った事業化実績が今後得られていくのか

どうか疑問が残るものも一部あるため、光デバイスの事業化状況ついては、今後、

追跡調査を厳格に行って頂きたい。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 実用化に向けて委員会を立ち上げてサブシステムによる実証実験を通して事業

化への問題点を把握しようとしていることは評価できる。 

○ 実用化に向けての委員会を立ち上げ、サブシステムの試作によってデバイスの

実用性を高める努力をされたことは大いに意義のあることである。また、実用

化を急ぐべきデバイスもいくつかあり、今後の製品化に期待したい。 

○ 個別テーマのいくつかについて、実施企業が事業化済み、あるいは、事業化準

備段階にあり、個別技術の成熟度に応じて段階的な事業化が進行中である。 

フェーズIIの個別テーマの一部についても本プロジェクトを起源とする企業活

動がすでに発足しており、優れた研究開発製品性能に基づく市場拡大を図って

いる。 

○ 一部評価委員が指摘しているように、実用化や出口のイメージについてはかな

り厳格な要求があるように思う。基礎研究とは性格が異なるだけに、やはり出

口については十分な検討がなされてしかるべきである。 

○ フェーズ Iではシステム実証が行われ、フェーズ II では企業が設立されたとい

う実績は、各デバイスが十分に実用化、事業化レベル、もしくはそれに近いレ

ベルに高められたことを意味する。多彩なデバイスが揃ったことで、システム

構成の自由度が拡大し、開発を加速させると期待される。 

○ フェーズ II については、１０年後の実現を目指した意欲的なものである。 

○ 実用化イメージ、出口イメージを絶えず意識して研究開発に取り組んだ結果、

ベンチャー企業の設立など、特筆すべき成果も得られた。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 

● 事業化については、各企業のポリシーが絡むため評価委員会などで明らかにで

きる部分は少ないが、今後フォローすることが重要である。 

● 事業化・実用化を企業の事業部が本気で考えているかは不明確。企業の本気度

をもっと示して欲しかった。  

・報告を聞いている限り、実用化が目前にあるような感じのものは少なかった。 

・海外のベンチャー会社が結構いい光デバイスを作っているのでここで取り扱っ

ているデバイス群がそのまま実用化につながっていくかは疑問が残る。 

● 基本的に出口を意識した活動が重要ではあるが、技術開発の動向が大きく変わ

ってしまったり、期待した技術の開発が難しいとわかったりした場合には、必

ずしも具体的な出口のイメージが描けなくてもよいと思う。そのために開発努

力を怠るようでは困るが、若干の軌道修正はあってもよいのではないだろうか。 

● 多くのデバイスで、原理はよく知られていながら、開発が途上となっていた方

式が使われている。したがって歩留まりの高い生産技術が完成され、事業とし

て成功するかどうかは、今後を見守る必要がある。実際に生産されないと、シ

ステム側の選択肢に入らなくなるので、上記の好ましい連鎖が滞る可能性もあ

る。 

● フェーズ I について、現状においてネットワーク実験をすることがそもそも必

要であるか疑問である。それよりも個別技術のさらなる発展を目指すべきであ

る。そうしないと、バーストスイッチングのように方向を誤る可能性がある。 

● フェーズ I については、比較的短期間での事業化が求められているが、テーマ

によっては投入された予算に見合った事業化実績が今後得られていくのかどう

か、疑問が残るものもある。本プロジェクトでは、比較的短期間の事業化にウ

ェイトがおかれ、フェーズ I に資金が重点投下されたわけであるから、フェー

ズ I で開発したデバイスの事業化の予定については、数値目標を付するなどし

て、より具体的に目標設定すべきであったと考えられる。フェーズ I の各光デ

バイスの事業化状況ついては、今後、追跡調査を厳格に行って頂きたい。 

 

＜その他の意見＞ 

• 研究開発について費用対効果を検証するのは難しいが、出願特許から期待でき

るライセンス収入の見通しや、技術が実用化された際の市場の大きさなどにつ

いても、何らかの数字のイメージが描けると好ましい。 
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２．個別テーマに関する評価結果 

２．１ 光スイッチ（フェーズⅠ／光スイッチノードデバイスの開発） 

１）成果、実用化・事業化に関する評価、今後の提言等 

クロストーク、損失、応答速度を考慮に入れ、オリジナルに富む開発ではない

ものの最も堅実な研究開発を実施して目標を達成した。4×4 さらに 8×8 マトリ

クス規模で１マイクロ秒という高速で低損失の VOA 付き光スイッチを開発し、信

頼性を確認した。光バーストスイッチング用としては、高速動作の観点から、世

界的に見ても十分にレベルの高いデバイスが実現できたと高く評価できる。また、

ドライバーなど周辺機器まで含めて最終的にシステムに導入可能なレベルまで品

質を高め、フェーズＩのサブシステムの中核装置として良く機能した。 

なお、スイッチのポート数を増やすと問題になるデバイスの光損失やクロスト

ークについては、報告で示された低減可能性の実証が必要である。また、半導体

導波路スイッチは最近進歩が早く、スイッチ速度 1ms～1μs 領域の光マトリクスス

イッチは最も実用化に近いと同時に、多様な方式との競合、新興アジア産業界・

欧米ベンチャー業界との激戦分野であり、良くウォッチしながら進める必要があ

ろう。 

また、光スイッチの規模、性能、コストによって適用するシステムが異なって

くるため、本光スイッチがどのようなシステムに適するのか、そのシステムの開

発時期とマーケットを明らかにすることが必要である。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 10×10 スイッチで 1μs、サブシステムで 8x8 のスイッチ速度を実現したことは

評価できる。 

○ １マイクロ秒という高速の VOA 付き 8x8 光スイッチはバーストスイッチングに

有望そうである。損失は大きいものの８ｘ８のスイッチとして装置課したこと

は意義が大きい。フェーズＩのサブシステムの中核装置として良く機能した。 

○ 比較的高速なスイッチ速度 1・s を維持しつつ、本研究期間内に 4×4 さらに 8

×8マトリクス規模で低損失なサブシステム試作、信頼性確認、OBS 総合実験実

証に貢献した点を、高く評価する。 

○ 最終目標に向けて焦点を絞り、クロストーク、損失、応答速度を考慮に入れ、

最も堅実な研究開発を行ったらこうなった、という成果である。応答速度を・s

オーダーに設定したときのデバイスとしてよく開発されており、ドライバーな

ど周辺機器まで含めて最終的にシステムに導入可能なレベルまで品質を高めた

ことは高く評価できる。 

○ 目標を達成している。目標 10dB に対して 12dB しか達成できなかったというの

も大きな問題であるとは考えられない。 

○ 光バーストスイッチング用光スイッチとしては、高速動作の観点から、世界的

に見ても十分にレベルの高いデバイスが実現できた。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 

● 光スイッチの規模、性能、コストによって適用するシステムが異なってくる。

本光スイッチがどのようなシステムに適するのか、そのシステムの開発時期と

マーケットを明らかにすることが必要である。 

● デバイスの光損失が 12 dB と大きいので、スイッチのポート数を増やすと大変

でないか？ また、スイッチポート数を増やしたときのクロストークは低く抑

えられるのか？  

● 素子サイズ、ポート数、応答速度、動作電圧などが排他的関係にあり、この種

のスイッチとしては既にぎりぎりのスペックまで探求された印象がある。原理

的に大幅な高速化は難しく、ここからパケットスイッチなどへの展開を期待す

ることができないのが残念。 

● 並列処理技術を開発したとしているが、従来技術の自然な適用であり、重要な

オリジナルに富む技術開発とはいえない。 

● 損失低減、クロストーク低減可能性については、見込みが示されているだけで

あり、この点が真に実現されるのかどうか、今後、追跡調査の必要がある。 

 

＜その他の意見＞ 

• デバイスの長さを短くするために、他の材料などの探索が必要かもしれない。 

• 半導体導波路スイッチの動向も最近進歩が早いので、良くウォッチしながら進

める必要もあろう。 

• スイッチ速度 1ms～1・s 領域の光マトリクススイッチは最も実用化に近いと同

時に、今後も、新興アジア産業界・欧米ベンチャー業界との激戦分野、多様な

方式・材料との激戦分野と思われる。今後、国内国外の代表的製造企業が低速・

高速の２領域に棲み分けるとすると、本成果の速度 1・s前後が棲み分け境界速

度となるのではないだろうか。 
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２．２ 光波長変換器（フェーズⅠ／光スイッチノードデバイスの開発） 

1）成果、実用化・事業化に関する評価、今後の提言等 

オーソドックスな方式の波長変換器であるが、セルフパルセーティング LD を利

用したクロック recovery 回路が高速に安定動作し、クロック再生デバイスにつ

いても低ジッタが実現され、偏光依存性も低減化された。NEDO のフェムト秒プロ

ジェクト研究成果を発展させ、欧州 EU プロジェクトと米国ベンチャーの性能をや

や上回ったと評価できる。 

実用化に関しては、誤り率の特性から見て、この波長変換デバイスはバースト

スイッチには使えそうである。セルフパルセーティング LD を組み合わせて動作さ

せるように作ったことに意義がある。 

ただし、偏波依存性が 1dB 残っていて、まだ使いづらさがある。全光ネットワ

ークへの適用という視点からは、更なる偏光依存性の低減化が求められる。偏波

依存性を低減する活性層の狭幅化が安定した生産技術に成り得るかどうか不明で

ある。 

また、１us の波長切り替え時間を達成できたことはそれ自体意味のあることで

あるが、それがどの程度の重要であるかは、光スイッチノードのスケジューリン

グなども含めて総合的に評価すべきものである。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 40Gbps でＣバンド全域での波長変換デバイスが開発されたことは評価できる。

今後の実用化を明確にすることが期待される。 

○ セルフパルセーティングLDを利用したクロックrecovery 回路が高速に安定に

動作している。また、波長変換素子を駆動したとき、誤り率の特性から見て、

この波長変換デバイスはバーストスイッチには使えそうである。技術的には新

しいところはないが、セルフパルセーティング LD を組み合わせて、ちゃんと動

作させるように作ったことに意義がある。 

○ 1996～2004 年度の NEDO フェムト秒プロジェクト（NEC 田島グループ）の研究成

果を発展させ、欧州EUプロジェクトと米国ベンチャーの性能をやや上回った点、

及び、光モノリシック集積基盤技術の進展(モジュール容積 4cm3)に貢献した点

を、評価する。構造上・方式上の新規性には乏しい代わりに、従来の国産研究

成果を統合した総合試作評価研究ととらえ、日本国産業に対する実用化・事業

化開発貢献度を評価した。 

○ オーソドックスな方式の波長変換器だが、詰めまでをきちんと行った点が評価

できる。偏波依存性を解消するために活性層幅をサブミクロン幅まで狭めた技

術は、漏れ電流の低減など、十分な品質に到達させるのが一般に困難と考えら

れ、それが実現されていることに感心する。 

○ 波長変換器については、偏光依存性も低減化されており、またクロック再生デ

バイスについても低ジッタが実現されており、十分な研究成果が得られた。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 

●・ダイナミックレンジの拡大が必要である。 

・光ファイバーの非線形効果、LN 結晶による FWM 等の波長変換技術との比較が

重要 

● 偏波依存性が 1dB 残っていて、まだ使いづらさがある。モニターしながらダイ

ナミックな制御を行う方法が成功するとよい。また活性層の狭幅化はかなり以

前から行われていた技術なので、今後、安定した生産技術に成り得るかどうか

が気になる。 

● １us の波長切り替え時間を達成できたことはそれ自体意味のあることである

が、それがどの程度重要であるかは、光スイッチノードのスケジューリングな

ども含めて総合的に評価すべきものである。 

● 波長変換器については、全光ネットワークへの適用という視点からは、トラン

スペアレントなネットワークで十分な性能を発揮させるためにも、更なる偏光

依存性の低減化が求められる。 

 

＜その他の意見＞ 

• 構造上の狭幅長尺化（質問(1)回答の、代表成果の１つ）に関しては、従来、新

規構造提案段階であったと思われる（NEDO フェムト秒プロジェクト成果、上野

ほか、JOSAB vol. 19, 2002 年）。本 NEDO プロジェクトが従来提案を実験検証し

たと評価する。 

本プロジェクトで明らかになった課題（質問(5)回答の、位相情報モニター方

式と集積研究の不在）に関しては、NEDO フェムト秒プロジェクト成果（位相情

報モニター方式提案段階、上野ほか、IEEE PTL vol. 14, 2002 年）が存在し、

実験検証や集積研究は未実施である。今後これらの課題を含めた実用化・事業

化研究開発マネジメントを、お願いしたい。 

なお、本個別テーマの材料構造と方式の潜在力は、本成果のさらに 5倍 10 倍

高いのではないだろうか。本プロジェクトのフェーズIIでも実施されたように、

今後さらに発展すると期待されるシステムデバイス技術と考える。 
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２．３ 光合分波器（フェーズⅠ／光スイッチノードデバイスの開発） 

1）成果、実用化・事業化に関する評価、今後の提言等 

ファイバとの接続の相性から材料構造屈折率差 2.5%などに基づいて、容積を

1/10 にする素子小型化と温度無依存化の大幅改善を実現した。ファイバとの接続

の相性からΔを２．５％に最適化している点、パルスの反射までを考慮した３次

元セグメントコアのアイデアなどは素晴らしい。 

最終目標を達成し、現在製品出荷中で外国からの引き合いもあるということで

あり、市場支配的な製品となる可能性を十分に有しているものと高く評価できる。

実際にＮＧＮ（次世代の基幹ネットワーク）に使われそうとのことで実用化の観

点からも良い成果である。 

なお、今回の開発においては、光が樹脂部を低損失で通過するためにテーパー

が設けられプロセス工数の増加があるとの事であるが、そのコスト増を抑える対

応、および、信頼性の高いデバイスの安定生産が今後の事業拡大のポイントにな

る。 

将来は、更なる小型化の点で、シリコンフォトニクスなどとの競争が待ってい

る。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 容積１／１０、損失、クロストークの改善、温度無依存のＡＷＧの開発は高く

評価できる。 

○ 容積１／１０、温度特性を大幅に改善はすばらしい。ファイバとの接続の相性

からΔを２．５％に最適化している点、パルスの反射までを考慮した３次元セ

グメントコアのアイデアなどはすばらしい。実際に NGN に使われそうとのこと

で実用化の観点からもいい成果である。 

○ 材料構造屈折率差 2.5%などに基づく素子小型化・温度無依存化・低損失化の最

終目標を達成し、構造発明特許出願が進展し、製造方法と信頼性が確立し、現

在製品出荷中である点を、高く評価する。 

○ 完成されたデバイスは十分に実用に耐える優秀なもので、サイズが劇的に小型

化され、温度無依存が実現されたことは意義深い。引き合いが多く、出荷も始

まっているという事実は高く評価できる。 

○ 外国からの引き合いもあるということであり、成果は十分であると推察される。 

○ デバイスをオールパッシブとし、超小型化した点については高く評価でき、こ

の特徴を武器として、市場支配的な製品となる可能性を十分に有しているもの

と思われる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 高Δで小型化し、樹脂で温度無依存化するという方法自体は新しくない。光が

樹脂部を低損失で通過するためにテーパーが設けられ、工数も増えている。こ
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れらによって信頼性の高いデバイスが安定生産できるかがポイントになる。た

だし既に出荷しているという事実は心強い。 

● 今回の開発においては、プロセス工数の増加があるようであるが、この事がコ

スト増の要因となることのないように、更なる検討を要するものと思われる。 

 

＜その他の意見＞ 

• 本成果がＡＷＧのマーケットにどのように浸透していくかフォローが必要であ

る。 

• 将来は更なる小型化の点で、シリコンフォトニクスなどとの競争が待っている。 

• この個別テーマにおいても、中間評価マネジメントが奏功したと思われる。 
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２．４ 波長可変光源（フェーズⅠ／光スイッチノードデバイスの開発） 

1）成果、実用化・事業化に関する評価、今後の提言等 

古くから問題となっているモードホップ抑制の方法の解析を行い、その結果を

デバイス開発に適用して、高速で広帯域・多チャンネルの半導体レーザを実現し

た。特に DBR により周波数可変として 32 nm の広帯域波長チューニング、モード

ホップフリー、高速制御を実現しているのは優れた成果である。アクティブ DBR

を上手く使いこなし、多チャンネル化によって C バンド全域をカバーする優秀な

デバイスである。モジュールも大変堅実で、ビームスプリッターの簡素化など、

生産を視野に入れた工夫が施されている。 

なお、サブシステム実証試験で要求された ITU グリッドに±2.5GHz の波長安定

性と±0.5dB の光出力安定性の仕様を満足させた結果、数マイクロ秒の応答速度

となった。OBS のサブシステム実証試験用の要求仕様は満足させることができた

が、数ナノ秒で応答可能な素子の特性を最大限に引き出すためには、波長可変制

御に必要となる熱の高速制御、また、制御回路で用いている電子回路等改善の余

地があり、高性能化の可能性が残されている波長可変光源である。 

実用化に当たっては、既存・競合技術との差別化の観点、DBR レーザの信頼性、

また、コスト面からの更なる検討が必要である。 

また、事業性と市場性の点から本波長可変光源が DBR、DFB，VCSEL などの競合

製品に競り勝っていくものに育っていくかどうか追跡調査の必要がある。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 32nmという広帯域で波形を連続的に可変可能な新しいDBRレーザを開発した点

は高く評価できる。  

○ 高速で広帯域・多チャンネルの半導体レーザを実現しており、特に DBR により

周波数可変として 32 nm の広帯域波長チューニングを実現しているのは優れた

成果である。 

○ チャネル毎可変幅 6nm と 5 チャンネル合波構造により、最終目標可変幅 32nm、

モードホップフリー、高速制御を実現した点を、評価する。 

○ アクティブ DBR をうまく使いこなし、多チャンネル化によって C バンド全域を

カバーする優秀なデバイスである。モジュールも大変堅実で、ビームスプリッ

ターの簡素化など、生産を視野に入れた工夫が施されている。 

○ このタイプのレーザで古くから問題となっているモードホップ抑制の方法の解

析を行い、その結果をデバイス開発に適用した点については、高く評価できる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● モジュール化した時の応答速度が３桁も低下する問題については原因を追及し

改善すべきである。 

● パッケージング時の応答速度は ns であるが装置全体のスピードは・s である。
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どうしてこんなに遅くなるのか？ DBRレーザの信頼性は大丈夫か？ DBRの活

性化はその発振スペクトルに影響しないのか？ 

● バーストスイッチの目的に対しては現行の性能でも十分であるが、モジュール

化によって 3 桁も応答速度が落ちるのは改善の余地があると思われる。逆に言

えば、まだまだ高性能化の可能性が残されているデバイスである。 

● 既存・競合技術との差別化の観点、特にコストの視点からの考察が十分でない

と思われ、この点の更なる検討が必要である。また事業化の観点からは、市場

性の点から競合製品に競り勝っていくものに育っていくかどうか、追跡調査の

必要がある。 

 

＜その他の意見＞ 

• 波長可変光源にはＤＢＲ，ＤＦＢ，ＶＣＳＥＬなど色々な素子がある。ＤＢＲ

が最適である見極めは？・NTT なども同様な多波長発振の波長可変光源を開発し

ているが、それとの優位性は？ 

• ５チャンネル合波構造を採用し、制御回路構成がやや大型化した結果、全帯域

可変速度劣化(10n 秒⇒5m 秒)を招いていると見受けられる。本方式（マルチチ

ャネル QW-DBR 構造）とリング共振制御方式の優劣比較を継続し、技術世代ロー

ドマップを作成する価値があるように思われた。 
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２．５ 光増幅器（フェーズⅠ／光スイッチノードデバイスの開発） 

1）成果、実用化・事業化に関する評価、今後の提言等 

ビスマス系ガラスという独自の素材を上手く利用して、非常に小型なデバイス

を実現した。また、LD のスポットサイズ変換器を利用せずに、LD と導波路の簡易

な高効率結合を実現するなど、パッシブアライメントは良く仕上がっており、低

損失化・広帯域化を実現している。８チャネルの光増幅器を１チップにアレイ化

するという試みは、世界的に見ても先進的な取り組みであり、完成度の高いモジ

ュールとユニット試作に成功し、最終目標項目の全てを達成した。ビスマスガラ

スの長期信頼性やデバイスとしての NF の低下確認や、システム応用の視点から、

更なる雑音指数の低減化が望まれる。 

市場性の観点から基本性能を見ると、通常の EDFA と比べてメリットが出ていな

い。本プロジェクトの目標のような、多数の増幅器が必要となる応用以外に、直

近で使える場面があるかどうか気になる。また、EDFA が真剣に小型化を目指した

とき、このビスマス増幅器はスペックの点で勝てる対応が求められる。 

また、光ネットワークシステムに占める増幅器機能の割合に応じて、増幅器の

消費電力利用効率の観点が、今後さらに重要であろう。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ ８チャネルの光増幅器をビスマス系ガラス導波路を用いて１チップにアレイ化

し小型化を達成したことは評価できる。 

○ カップラを始めとするパッシブアライメントは良く仕上がっており、低損失

化・広帯域化を実現している。 

○ 最終目標項目の全てを達成しており、完成度の高いモジュールとユニット試作

に成功しており、評価する。 

○ ビスマス系ガラスという独自の素材をうまく利用して、非常に小型なデバイス

を実現している。また実装においては、LD のスポットサイズ変換器を利用せず

に、LD と導波路の簡易な高効率結合を実現していることに驚かされる。 

○ ８チャネルの光増幅器を１チップにアレイ化するという試みは、世界的に見て

も先進的な取り組みであり、高く評価できる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 光増幅器としての基本的な性能は通常の EDFA に対して必ずしも優れていると

は言えないので、本増幅器の適用領域を明確にする必要がある。 

● 小型化であれば PCF 的な穴あきファイバを８本用いて小型で利得が２０ｄＢ位

のものが出来るのではないか？ ビスマスガラスの長期信頼性は大丈夫か？ 

デバイスとして NF は低くできるのか？ 

● 利得、出力、ノイズという基本性能を見ると、通常の EDFA と比べてメリットが

出ていない。本プロジェクトの目標のような、多数の増幅器が必要となる応用
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以外に、直近で使える場面があるかどうか気になる。 

● 雑音指数が高い点が問題である。システム応用の視点から、更なる雑音指数の

低減化が望まれる。 

 

＜その他の意見＞ 

• 10dB 程度の利得なら SiO2 の PLC 導波路の増幅器で出来るのではないか 

• リン酸系ガラスとビスマス系ガラスの性能比較は充分したのか？ 

• EDFA が真剣に小型化を目指したとき、このビスマス増幅器はスペックの点で勝

てるのか？ 

• 本プロジェクトの成果性能（小信号利得 10dB、飽和出力 10dBm）は、異種方式

（Genova 社の半導体線形増幅器、研究段階の量子ドット半導体増幅器）と競合

する。光ネットワークシステムに占める増幅器機能の割合に応じて、増幅器の

消費電力利用効率（本成果では 800mW 電力入力⇒10mW 光出力）の観点が、今後

さらに重要であろう。 
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２．６ サブシステムの実証（フェーズⅠ／光スイッチノードデバイスの開発） 

1）成果、実用化・事業化に関する評価、今後の提言等 

中間評価の指摘事項に対して、システム専門家の増員などの点において対応し、

サブシステムに焦点を当てて全てのデバイスを新規に開発し、それらを用いて最

終的にサブシステムの動作に成功した。10Gbps、40Gbps のペイロードの同時スイ

ッチングは新しいスイッチングアーキテクチャの可能性を示した。 

システム実験の成果は、世界的なレベルからしても十分に高いものであり評価

できる。このようなサブシステム的な実験はネットワークデバイスの個々の完成

度を向上させる上で大変重要である。ただし、成果は、そのままサブシステムと

して受け入れられるわけでなく、むしろ、何処が上手く機能していないかを各デ

バイスにフィードバックをして、デバイスの完成度を向上させることが重要であ

る。 

なお、開発されたデバイスの有効性を実証するサブシステムとして光バースト

スイッチの１形態を選定したが、ネットワークやソフトウェアー的なレイヤの高

い研究者の協力やアドバイスを受けて、もう少し他の視点も入れた構成も検討す

る必要があった。また、光バーストスイッチングシステム自体の実用性について

はまだ明らかにされていないため、開発されたデバイスの他の方式への適用性を

明らかにすることが必要である。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 開発した各種の光デバイスを利用して光バーストスイッチを試作し動作させ

ると共に、世界的な国際会議等で動態展示したことは評価できる。 

○ 自ら開発したデバイスを用いてノードの実験を試みている。このようなサブシ

ステム的な実験はネットワークデバイスの個々の完成度を向上させる上で大変

重要である。 

○ 欧州 ECOC(2006)、米国 OFC(2007)と遠隔な国外２箇所において、産学連携して

比較的大規模な実証動態展示を成功させた点、VOA 機能搭載バーストパワー等価

技術発明を日本出願済みである点を、高く評価できると思われる。（光バースト

スイッチシステム機能、性能、その応用領域に関する評価は、光システムご専

門の他委員にお願いする。） 

○ サブシステムに焦点を当てて全てのデバイスを新規に開発し、それらを用いて

最終的にサブシステムの動作に成功したという研究開発事例はほとんど聞いた

ことがない。よくやった、というのが率直な印象である。 

○ 10Gbps、40Gbps のペイロードの同時スイッチングは新しいスイッチングアーキ

テクチャの可能性を示したものと言える。 

○ 中間評価の指摘事項に対して、システム専門家の増員などの点において対応さ

れており、またシステム実験の成果も、世界的なレベルからしても十分に高い

ものであり評価できる。 
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＜問題点・改善すべき点＞ 

● 光バーストスイッチをサブシステムに選定したことは開発したデバイスで実

現可能な光スイッチであるということであり、本サブシステム自体の実用化は

意味がない。 

●・大きなジッターが発生してしまっている。この原因は何か？ 

・ワード長は２７−１よりもっと長くしないとシステムの性能はよくわからないの

では？ 

・10 G から 40 G でパワーペナルティが増大している理由は何か？ 

● 研究の開始当初から、システムの専門家による検討を常に並行して実施し、微

修正を繰り返していれば、システム側にもよりインパクトが大きな成果になっ

たと思われる。 

●・提案スイッチの性能を評価しておらず、他で研究開発された技術がどの程度、

スイッチの高性能化に寄与しているか不明である。 

・高性能化しようとすれば、フィードバックするリンクを増大させないといけな

いが、それをするとスイッチ規模が小さくなる、スケジューラーの負荷が大き

くなるなどの問題があると想定され、それらを含めた評価が必要である。 

・現状のスイッチングアーキテクチャでフィールド実験を行うことは、今後実用

化されたとしても実際に用いられる可能性は小さいものにならないか危惧され

る。スイッチアーキテクチャ自体ではなく、いくつかの要素技術が実用的なも

のであることを強調する必要があろう。 

● サブシステムのイメージが、一例に固定化されている点が問題である。もう少

し他の視点も入れた構成も検討してもよかったのではないか？ また光バース

トスイッチングネットワーク自体の実現性についても疑問が残り、この点に関

する更なる検討が必要である。 

 

＜その他の意見＞ 

• 光バーストスイッチ以外のシステムへの適用を検討し必要な改善に取り組む必

要がある。 

• このサブシステムは開発してきたデバイスを繋げて、バーストスイッチの基礎

的なノード実験を行っている程度であり、これがそのままサブシステムとして

受けいられるわけではない。むしろ、サブシステムを作った後何処がうまく機

能していないかを各デバイスにフィードバックをして、デバイスの完成度を向

上させることが重要であるので、「サブシステムを作りました。終わりです。」

では本来の目的を達していないのではないか。 

• 本当のサブシステムを作るには、ネットワークやソフトウェアー的なレイヤの

高い研究者の協力がアドバイザとして必要だったのではないか。 

• 約 10 年前の世界情勢を振り返ると、この分野の総合的進展は確かである。さら
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に省エネルギーで超高速な光スイッチ（本プロジェクトの個別テーマ名称は光

波長変換器）へのもう１つのブレークスルーが、光パケットスイッチシステム

事業化への鍵を握ると考えられる。 

• 課題として QoS 実現の困難さを挙げているが、現在のスイッチングアーキテク

チャをとる限り、解決は困難であろう。ネットワーク研究者との議論を通じて、

どのようなアーキテクチャをとるべきか再考が必要であると考える。 

 



 

1-30 

２．７ 集積化技術（フェーズⅡ／次世代光スイッチノード実現技術の開発） 

1）成果、実用化に関する評価、今後の提言等 

３つのサブテーマは世界初の技術開発を推進しており、日本発の技術である量

子ドット技術を非常に高い技術レベルまで高めたと認められる。 

量子ドットデバイスでは、100nm 広帯域・低雑音増幅性、低偏波依存性や温度

無依存性能のデバイスを開発し、世界的にも高い評価を受けた。今後技術的に大

変興味深く、波及効果の大きな基礎研究成果と考えられる。また、実用的なレベ

ルに高め、ベンチャー企業設立にこぎ着けたことは評価できる。今後、QD-SOA の

偏波依存性の完全な解消、長期信頼性、安定生産性、および、競合するレーザ技

術に対しコスト的にも十分に戦えるよう検討を進めて頂きたい。また、今後は更

に視点を広げ、超狭線幅レーザなど量子ドットならではの研究も積極的に行って

頂きたい。 

ODAM（光分岐挿入技術）と分散補償器は、フォトニック結晶の特長を生かし、

デバイス全体を超小型にすることに成功している。特に前者は、ネットワーク応

用だけでなく、シリコンフォトニクスにおける微小な光変調器、光スイッチへの

展開の礎に成り得る。開発されたポリマー埋め込み技術、Si の深掘り技術は大変

優れた成果である。 

GaAs 基板による無温調低チャープ光デバイスは、高温での光変調という興味深

い性能を示し、省電力化にとって大変重要である。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 量子ドットデバイスは日本発の技術であり偏波依存性が少なく温度依存性も小

さい光デバイスを世界に先駆けて開発したことは高く評価できる。さらに本デ

バイスを制作するベンチャー企業を立ち上げたことは本プロジェクトが基礎研

究ばかりでなく実用化まで達成しつつあることを示すものであり最も高く評価

できる。また、フォトニック結晶デバイスにより光波長の分岐挿入器や分散補

償器の小型化に成功したことは評価できる。 

○・量子ドットデバイスでは偏波依存性が少なく、かつ温度依存性が小さいデバイ

スが出来るのは優れた成果である。（量子ドットデバイス） 

・NEC のポリマー埋め込み技術、日立の Si の深掘り技術は大変優れた成果であ

る。（フォトニック結晶デバイス） 

・10-3の大きさに出来ることは小型化の観点から大きな成果である。（フォトニッ

ク結晶デバス） 

・GaAs 基板による無温調低チャープ光デバイス（EA や DFB の集積）は省電力化

にとって大変重要である。(GaAs 基板) 

○ 量子ドットによる 100nm 広帯域・低雑音増幅性能や温度無依存性能は、世界的

にも高い評価を受けた。その後の偏波無依存化構造提案とその初期特性報告（お

よび質問回答(4)）は、今後技術的に大変興味深く、波及効果の大きな基礎研究
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成果と考えられる。 

○ QD を実用的なデバイスに利用できるレベルに高め、企業設立にこぎ着けたこと

は、世界的に見ても同分野に大きな勇気を与えた。特にQD-SOAの超高帯域性は、

QD の特長が生かされている。ODAM と分散補償器は、フォトニック結晶の特長を

生かし、デバイス全体を超小型にすることに成功している。特に前者は、ネッ

トワーク応用だけでなく、シリコンフォトニクスにおける微小な光変調器、光

スイッチへの展開の礎に成り得る。GaInNAs 量子井戸は、高温での光変調という

興味深い性能を示している。 

○ 世界初の技術開発を推進しており、成果として認められる。 

○ 日本発の技術である量子ドット技術を非常に高い技術レベルまで高めており、

評価に値する。今後も積極的に研究開発を継続して頂きたい。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 量子ドットについては、今後はベンチャー企業を中心に実用化への課題を解決

し世界のマーケットへ進出してほしい。フォトニック結晶デバイスの実用化に

は損失の低減など課題があるので今後とも実用化に向けた性能向上が望まれる。 

●・量子ドットを多層化して偏波依存性が小さくなるのは判るが、偏波依存性を.

数 dB 以下にしないと多段接続が出来ない。光中継器としての多段接続は大丈夫

か（量子ドットデバイス） 

・分散補償ファイバや Fiber Bragg Grating による分散補償技術も良くウォッチ

しておく必要がある。（フォトニック結晶デバイス） 

・GaAs, InP, Si もある中で GaAs を使う特徴は温特だけか？(GaAs 基板) 

・分散補償の損失が 10 dB と高いが、もっと低くする必要がある。（フォトニッ

ク結晶デバイス） 

● 最も資金が投入された QD について、QD-SOA の偏波依存性を完全に解消できる

のか、安定した生産ができるのかが今後注目される。またレーザについては、

既に 10G では物足りない印象があり、40G での実証が望まれる。 

● 量子ドットレーザについては、現状では競合するレーザ技術に対してコスト高

であると思われるが、将来的にはコスト的にも十分に戦えるようなものとする

ために、今後も検討を進めて頂きたい。 

 

＜その他の意見＞ 

• このプロジェクトが終了後も引き続いて、研究を推し進め、是非成果に結びつ

く形で研究を進めて欲しい。 

• 従来の III-V 族半導体レーザ一般の信頼性課題一般に照らして、本プロジェク

トの量子ドットレーザ信頼性評価結果は通電時間が短く、通電素子数も少ない。

事業化見通しに関しては、今後の長期通電試験結果を待つ必要があると思われ

る。 



 

1-32 

• 量子ドットレーザ技術については、本プロジェクトにおけるアプローチだけで

なく、超狭線幅レーザなど、量子ドットならではの性能を実現可能な技術であ

るものと思われる。今後は更に視点を広げ、このような方面の研究も積極的に

行って頂きたい。 
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２．８ 全光パケットスイッチノード実現技術 

（フェーズⅡ／ 次世代光スイッチノード実現技術の開発） 

1）成果、実用化に関する評価、今後の提言等 

光パケットスイッチ等で必要となる光論理回路や光メモリの実現に向けて異な

る方式の光論理デバイスが並行して研究され、極めて先進的な取り組みであり高

く評価できる。また、比較検討できる成果が得られている点は大変興味深い。 

光フリップフロップは、光ロジックの基本的な構成要素であり、実際に動作さ

せているのは、将来の光処理にとって大変重要な技術である。また、パケットス

イッチングの一部の機能まで実証されているのも良い。集積型アイソレータは、

重要性が高いにもかかわらず類似のデバイスが少ないため研究の意義は大きい。

実用化イメージとしての全光パケットノードデバイスについては、このアーキ

テクチャが最適かどうかは慎重な検討が必要である。現在の課題は、このアーキ

テクチャの一部であり、成果を十分活かすアーキテクチャになっているか検討を

する必要がある。 

今後は、垂直結合を含む３次元集積構成を指向する本プロジェクトの方式と、

２次元プレーナ集積構成を志向するオランダの方式との優劣比較が、長期的に最

も興味深い基礎技術選択課題と考えられる。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 光パケットスイッチ等で必要となる光論理回路や光メモリの実現に挑戦する研

究として評価できる。  

○ 光のフリップフロップを実際に動作させているのは、将来の光処理にとって大

変重要な技術である。（全光ロジックデバイス） 

○ 入力エネルギー0.2fJ/bit, 周波数 10GHz の光フリップフロップメモリー性能

成果を、高く評価する。 

○ 異なる方式の光論理デバイスが並行して研究され、比較検討できる成果が得ら

れている点は大変興味深い。パケットスイッチングの一部の機能まで実証され

ているのもよい。集積型アイソレータは、重要性が高いにもかかわらず類似の

デバイスが少ないため，研究の意義は大きい。200aJ でのフリップフロップ動作

は，低エネルギースイッチングを極めている。 

○ 各成果共に、極めて先進的な取り組みであり、高く評価できる。今後も我が国

の技術レベルの向上に積極的に取り組んで頂きたい。特に光フリップフロップ

は、光ロジックの基本的な構成要素であり、更なる研究の進展を望む。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● まだ光パケットスイッチ等のシステムに適用するには多くの課題があり、今後

はオルタナティブ技術も含めて基礎的研究が必要である。 

●・EA 型あるいは SOA 型全光ロジックとは言うが、今のところ Demux したり、相



 

1-34 

互位相変調を与えるスイッチングだけの状況で、ロジックまでは行っていない。

（東大：全光ロジックデバイス） 

・光フリップフロップのスピードが今は 300 ps 程度あるが、それを 10ps 程度に

早くする必要がある。そうでないと実際に遅すぎて使えない。（全光ロジックデ

バイス） 

・VCSELのBistableは発振波長を1.5μｍで動作させる必要があるのではないか。

（偏光双安定） 

・バッファメモリのビット数を増やしたときに２次元的に本当にビットごと遅れ

なく再生できるのか、パラーシリ、シリーパラ変換は本当に大丈夫か？（偏光

双安定） 

● 多彩な可能性が示されているのは、基礎研究としては面白いが、実用化や事業

化を重視する NEDO プロとしては評価も分かれるかもしれない。 

● 実用化イメージとしての全光パケットノードデバイスの図については、このア

ーキテクチャが最適かどうかは慎重な検討が必要である。現在取り組まれてい

る課題は、このアーキテクチャの一部であり、成果をじゅうぶん活かすアーキ

テクチャになっているか検討をする必要がある。 

・320Gb/s 全光パケットスイッチング実験を行ったとあるが、パケットスイッチ

とは言えない。何を実験して、何を明らかにしたか正確に記述すべきである。 

● どのデバイスも性能的にはまだ発展途上である。この点は先進性を考慮すれば

やむをえないものではあるが、今回のプロジェクトの成果を無にしないために

も、今後更なる特性向上のための研究開発を続け、その成果を情報発信して頂

きたい。 

 

＜その他の意見＞ 

• 今後は、垂直結合を含む３次元集積構成を指向する本プロジェクトの方式と、

２次元プレーナ集積構成を志向するオランダ・アイントホーフェン工大 Smit 教

授方式の優劣比較が、長期的に最も興味深い基礎技術選択課題と考えられる。 
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３．評点結果 

 

2.3

3.0

2.7

1.9

0 1 2 3

４．実用化、事業化の見通し　

３．研究開発成果　　　　　　

２．研究開発マネジメント　　

１．事業の位置付け、必要性

平均値

 
 

評価項目 平均値             素 点 （注）   

１．事業の位置付け、必要性 3.0  Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  

２．研究開発マネジメント  2.3  Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ  

３．研究開発成果   2.7  Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ  

４．実用化、事業化の見通し 1.9  Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ  

（注）A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 ＜判定基準＞ 

(1)事業の位置付け、必要性について (3)研究開発成果について 

・非常に重要         →A 

・重要            →B 

・概ね妥当          →C 

・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A

・よい            →B

・概ね妥当          →C

・妥当とはいえない      →D

(2)研究開発マネジメントについて (4)実用化、事業化の見通しについて 

・非常によい         →A 

・よい            →B 

・概ね適切          →C 

・適切とはいえない      →D 

・明確に実現可能なプランあり →A 

・実現可能なプランあり    →B 

・概ね実現可能なプランあり  →C 

・見通しが不明        →D 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
次ページに当該事業の推進部室及び研究実施者から提出された事業原簿を示す。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                           
                            「ﾌｫﾄﾆｯｸﾈｯﾄﾜｰｸ技術の開発」 
                                           （事後評価）分科会  
                                           事業原簿（公開版）  資料 5-1-1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「フォトニックネットワーク技術の開発」 
 
 
 

【公開資料】 事業原簿 
 
 

 
担当部室 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

電子・情報技術開発部 
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高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム 

「フォトニックネットワーク技術の開発」基本計画 
 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 
電子・情報技術開発部 

 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

情報通信技術のめざましい進展により、近い将来、ネットワークがすみずみにまで

行き渡り、時間や場所の制約を受けずに、必要とする情報や知識を、誰もが自由に創

造、流通、共有できる情報通信環境の実現が要望されている。このような情報通信環

境を実現するためには、高速・高信頼・高機能な情報通信システムを実現するために

必要な基盤的技術として、超高速ネットワーク技術の開発が不可欠である。 
また、今後の我が国経済を牽引する原動力として、情報通信産業の持続的発展が重

要であり、その鍵となる産業技術力の強化が必要である。 
本プロジェクトは、情報通信基盤高度化プログラムの一環として、ネットワーク高

度化に重要な役割を担う光スイッチ及び関連するフォトニックネットワーク技術につ

いて、平成１８年度までに、次世代のブレークスルー及び新産業の芽となる新規技術

を確立することを目的として実施する。 
フォトニックネットワーク技術の研究開発は、その重要性に鑑み、米国の NGI プロ

ジェクトや欧州の ITS プロジェクト等、主要諸国において精力的に取り組まれており、

まさに、グローバルな開発競争となっている。日本は、これまで光技術に関しては世

界のトップ水準にあり、産業技術力、国際競争力を一層強化することにより、e-Japan
戦略における「５年以内に世界最先端の IT 国家となる」との目標達成に寄与すること

が重要である。 
本プロジェクトでは、フォトニックネットワークを実現する上でコアとなる低消費

電力型ノード装置に係る研究開発として、５~７年後の近い将来に必須となると考えら

れる、超高速／大容量電子制御型光スイッチングを実現するために必要となるデバイ

スの開発を行うとともに、１０年後を見据えて伝送路の使用効率を更に向上させる光

制御型光スイッチングを実現するために必要となる技術の研究開発を行うことを目的

とする。 
本技術の確立により、ネットワーク社会高度化の要求を満たすインフラの実現など、

将来、幅広い産業分野で利用される共通基盤技術の形成が見込まれる。また、情報通

信分野での産業競争力強化と新規産業創造に資することが期待される。 
 
（２）研究開発の目標 

    平成１８年度までに、超高速／大容量電子制御型光スイッチノード装置のスループ

ット 100Tbps、ノード切替時間１m 秒を実現するために必要となるデバイスの実用化

のメドをたて、更に集積化などの共通基盤技術の課題を解決する。また、次世代光ス

イッチングノード装置を実現するために必要となる要素技術を確立する。 
 
（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に

基づき研究開発を実施する。 
① 超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発 
② 次世代光スイッチノード実現技術の開発 
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２．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、平成１４年度は経済産業省産業技術環境局研究開発課及び商務情報

政策局情報通信機器課において基本計画を策定し事業を実施したものであるが、平成

１５年度以降は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「NEDO
技術開発機構」という。）において委託して実施する。なお、研究開発実施者の選定に

あたっては、NEDO 技術開発機構の協力の下、平成１４年度７月経済産業省において

選定。平成１５年度以降は、実質的に継続事業であるため、原則 NEDO 技術開発機

構において公募による研究開発実施者の選定は行わない。 
共同研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大

限の活用により効率的な研究開発の推進を図るとの観点から、研究体には研究開発責

任者（プロジェクトリーダー：東京大学 先端科学技術研究センター教授 中野義昭）

を置き、そのリーダーシップの下に研究開発を実施することとし、その下に研究者を

可能な限り結集して効率的な研究開発を実施する。 
 

（２）研究開発の運営管理 
研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO 技術開発機構は、研究開発責任

者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的

及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。 
 

３．研究開発の実施期間 
    本研究開発の期間は、平成１４年度から平成１８年度までの５年間とする。 
 
４．評価の実施 
   NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部の専門家及び有識

者による研究開発の中間評価を平成１６年度、事後評価を平成１９年度に実施する。

なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開

発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直しするものとする。 
 
５．その他の重要事項 
（１）研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及 
得られた研究開発成果については、NEDO 技術開発機構、実施者とも普及に努

めるものとする。  
② 知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備または標準化等との連携を図

るため、データベースへのデータの提供、標準情報(TR)制度への提案等を積極的に

行う。 
③ 知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 26 条の規定等

に基づき、原則として、すべて受託先に帰属させることとする。 
 

（２）基本計画の変更 
NEDO 技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、

内外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評

価結果、研究開発費の確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成
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目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 
 
（３）根拠法 

 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条

第１項第 1 号ハに基づき実施する。 
 
（４）その他 

総務省、文部科学省等が実施するネットワーク関連プロジェクトと密接な情報交換

を行い、連携を図る。 
 
６．基本計画の改訂履歴 
（１） 平成１５年３月策定。ただし、本事業は、平成１４年度に、経済産業省の直轄事

業として開始され、経済産業省において基本計画が策定されている。 
（２） 平成１７年４月、研究開発達成目標の追加、修正等の変更に伴う改訂。 
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目①「超高速／大容量 電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発」 
 
１．研究開発の必要性 

昨今、インターネット普及に伴い通信量が急激に増加している。それに対応する技

術として波長多重技術（WDM）が発展してきた。今後さらなる通信量の増大が見込ま

れるが、その際、幹線網のノード部分での波長と経路のスイッチングに技術革新が必

須となる。例えば 2010 年には、各波長チャネルの光信号速度 10〜100Gbps クラスに

対して、ノード装置のスループット 100Tbps、ノード装置の切り替え時間１ｍ秒以下

が求められる。 
そのため本研究では、こうしたノード装置の心臓部、即ち WDM 光トラフィックの

経路切替部を構成する光スイッチ、光波長変換器、光合分波器、多波長／波長可変光

源等の革新的技術開発を行う。技術開発が終了する 2006 年度から 2～3 年程度で実用

化される見込みがあり、システム側の要求に応えられる扱い易いデバイスを対象とす

る。これらのデバイスが大量に実装されてひとつのノード装置が構成されることに考

慮して、超小型、低消費電力、集積・大規模並列化可能、低コスト、実装容易であっ

て、量産性、信頼性、多段接続性に優れるデバイスの研究開発に主眼をおく。なお、

この領域では、これまで様々な方法によるデバイスの研究開発が行われていることか

ら、本研究開発の実施に当たっては、既に実用化されている技術ではなく、現行技術

にブレークスルーをもたらすと期待される革新的な技術課題に取り組むこととする。 
 

２．研究開発の具体的内容 
（１） 光スイッチ 

複数のポートから入力される光信号を、光のまま、高速で任意の複数のポートに

出力できる素子を開発する。その際には、なるべく高速な切替が可能で、内部損

失の小さいものが求められる。 
（２） 光波長変換器 

任意の波長を光信号のまま、別の波長チャネルに切り替える小型で高効率な全光

波長変換デバイスを開発する。 
（３） 光合分波器 

ノード装置の中で多数利用することができるような、厳密な温度管理が不要で、

小型、低挿入損失、多ポートの、量産性・低コスト性にも優れた WDM 波長合分波

器の研究開発を行う。 
（４） 波長可変／多波長光源 

一つのレーザで広い波長領域（例えば C バンド全域）で多数の固定波長光信号を

同時に生成できる多波長光源と、バンド領域内で波長を自由にチューニングでき

る波長可変光源の開発を行う。ノード装置内での多数の利用が可能なように小型、

省電力、低コストであって、かつ中心周波数・温度安定性が現行の単一波長レー

ザと遜色のないものとする。 
（５） 光増幅器 

現在、光伝送系の信号増幅に使用されている光ファイバーアンプは、その大きさ

や消費電力の点から、ノード装置内のスイッチの損失補償用に多数用いることに

は向いていない。ここでは、ノード装置向きの小型簡便、低消費電力、低雑音、

低非線型性、低コスト、アレイ化可能な光増幅器の開発を行う。 
（６） サブシステムの研究および実証 

開発したデバイスはシステム側の要求に応えられる扱い易いものである必要が

あるため、サブシステム（光ルータデータ転送部）の動作実証試験を行うもの
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とする。 
  

３．達成目標 
 全てのデバイス開発に当たっては、研究開発終了後 2～3 年程度で実用化されシステ

ムに組み込まれることを想定して、ファイバや他の機器との接続性や温度特性に優れ、

損失が小さく、小型・高信頼など、システム技術の要求を満たすものであって、かつ

量産・低コストであることを共通の目標とする。開発した各デバイスは、相互接続し

てサブシステムとしての動作を確認する。さらに個々のデバイス開発にあたっては、

以下の目標を置く。 
（１） 光スイッチ 

平成 16 年度末までにスイッチング速度１μ秒以下で動作し、数十×数十ポー

ト化への拡張が可能な光スイッチ方式において、２×２ポートのスイッチとし

て実現可能であることを示す。最終的には、内部損失 10dB 以下の８×８ポー

ト高速マトリックススイッチング素子を実現する。 
（２） 光波長変換器 

平成 16 年度末までに、C バンド内で任意の波長を他の波長に、出力の減衰や

波長の広がりがなく変換可能であることを示す。最終的には、C バンド内で消

費電力数百 mW 程度、波長切替時間１μ秒以下、100Gbps クラス対応のモジ

ュールを実現する。 
（３） 光合分波器 

平成16年度末までに、現行の石英系AWGと比較してクロストーク等のフィル

タ特性が同等で、厳密な温度管理を必要としないサイズが10分の1以下の

WDM波長合分波器を実現する。最終的には、それを用いて波長分岐・挿入機

能の確認実験を行う。 
（４） 波長可変／多波長光源 

波長可変光源は平成 16 年度末までに、C バンドにおいて、バンド全域をカバ

ーした任意の一波長の生成を実現するための基本技術を開発する。最終的には、

消費電力数百 mW 程度、波長切替時間数μ秒程度で、C バンド内の任意の波

長チャンネルに可変できる波長可変光源モジュールを開発する。 
多波長光源は平成 16 年度末までに、実用性能を満たした 1000 波以上の光信

号を発生する基本技術を確立する。また、少数波長から需要に応じた波長数拡

散機能や現用・予備系の無瞬断切り換え機能など、実用化に不可欠なシステム

技術を開発する。 
（５） 光増幅器 

平成 16 年度末までに、光スイッチ、光合分波素子等の他のノード内機能素子

等と集積化可能な、大きさ１平方 cm 以下、増幅波長帯域 1550nm、小信号利

得 10dB 以上、雑音指数 8dB 以下、飽和出力 10dBm 以上の光増幅部を実証

する。最終的には、バンド全域で 10dB 以上の利得を有する、消費電力数百 m
Ｗ程度の光増幅器アレイ(１０チャネル規模)を実現する。 

（６） サブシステムの研究および実証 
上記で開発されるデバイスの相互接続を行い、光ルータデータ転送部の動作

実証試験を行う。具体的には、平成 16 年度末までに光ルータエンジン構成の

検討、インターフェース技術の開発、相互接続予備実験及び制御用電子回路

の開発を行い、最終的には光ルータエンジンデモンストレータの構築、

40Gbps 信号の周回伝送品質評価、自立的に信号衝突回避を可能とする高速光

ラベルスイッチング実証実験を行う。
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目②「次世代光スイッチノード実現技術の開発」 
 
１．研究開発の必要性 

技術進展が極めて速い本分野においては、10 年先を見据えた将来技術開発を行うこ

とも不可欠である。特に、家庭向きブロードバンド回線の普及によるディジタルデー

タ量の大幅な増加に対処するため、光パケットデータの超高速転送に適したノード装

置を開発する必要がある。このために、先進的半導体構造を用いた集積化技術の確立

をはかるとともに、100Gbps 級の超高速光信号を光のままパケット単位で経路切替す

るための革新的な要素技術研究を行う。 
 
２．研究開発の具体的内容 

（１）先進的半導体構造による次世代光スイッチノード用集積化技術開発 
フォトニック結晶や量子ドット、GaAs 基板上新材料系デバイスなどの先進的構

造を用いて、次世代光スイッチノードのための高機能光集積回路の要素技術開発

を行う。 
 
（２）全光パケットスイッチノードの実現技術開発 

全光パケットスイッチノード実現のための先進的要素技術開発を行う。具体的に

は、光パケットスイッチング用デバイス（伝送路上を流れる光パケット信号を、

パケット単位に、超高速に経路切替を行うデバイス）および光論理デバイス（光

信号のＡＮＤ機能、ＯＲ機能、ＮＯＴ機能、光信号をラッチするフリップフロッ

プ機能の実現）を開発する。さらに光パケットの蓄積を行う光バッファメモリを

開発する。 
 

３．達成目標 
（１） 先進的半導体構造による次世代光スイッチノード用集積化技術開発 

量子ドットについては、平成16年度末までに広帯域・高飽和増幅器および高温動

作可能な１０GHz超の高速変調レーザの基本的動作を確認し、最終的にはこれら

のデバイス動作を実証する。また、2次元スラブ型フォトニック結晶については、

平成16年度末までに分波器・  波長フィルタ、光スイッチ、分散補償機能の基本

的動作を確認する。最終的には半導 体基板上にモノリシック集積可能でかつ現在

のAWGと比して１０００分の１以下の光配線面積を有するWDM仕様の分波器・

波長フィルタ、および微小光スイッチや分散補償動作を実証する。GaAs基板上新

材料系デバイスに関しては、GaInNAs系のレーザ、半導体光増幅器、光変調器な

どをフォトニック集積した温調不要・光送信デバイスを試作し、低コスト性・実

用性を実証する。 
 

（２） 全光パケットスイッチノードの実現技術開発 
平成 16 年度末までに、40Gbps 超の速度およびマイクロ W 級の入力光パワーで動

作し、ゲート当たり消費電力数ｍW 級の光論理デバイス・光フリップフロップを

開発する。また最終的には、それらを多段接続してデジタル光信号再生（3R）を

実証する。この過程を通じて、100Gbps クラス光パケットの任意時間の蓄積・転

送に必要な基本技術を確立する。 
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プロジェクト用語集 

 
用  語 解   説 

ＯＡＤＭ Optical Add Drop Multiplexing の略号：光分岐挿入技術 

ＯＴＤＭ Optical Time Division Multiplexing の略号：光時分割多重技術 

２Ｒ型波長変換器 Re-amplification（増幅）、re-shaping（波形整形）を行う光波長変換器 

３Ｒ型波長変換器 Re-amplification（増幅）、re-shaping（波形整形）、Re-timing（クロック再生）を
行う光波長変換器 

ＲＺ Return-to-Zero の略号 

ＮＲＺ Non-Return-to-Zero の略号 

ＡＷＧ Arrayed Waveguide Grating の略号：光合分波器のことで、導波路長差を持つ
複数の多数の導波路からなる多光束干渉計で、多波長の合分波を一度に行
える。 

ＦＢＧ Fiber Bragg Grating の略号：光符号器を構成する光フィルタ技術で光ファイバ
のコア部分の屈折率を光の進行方向に沿って周期的に変化させることにより、特
定の波長の光だけを反射させるようにしたもの。波長選択性に優れたフィルタとし
て用いられる。電力を消費しない受動素子のため、システムの小型化、低コスト化
に有利となる。 

Ｃバンド 1530～1560nm の波長帯 

ＳＮＲ Signal to Noise Ratio の略号：信号対雑音比を指し、次式で示す。 
    SNR(dB) = 10 log (Ps/Pn) 
    ただし、Pn：雑音電力［W］、Ps：信号電力［W］ 
数値が大きいほど良好な状態となる。測定には、光スペクトルアナライザを用
い信号成分のパワーと雑音レベルとの比を求める。正確な定義には、光スペ
クトルアナライザの分解能を規定する必要がある。 

Ｃ－ＷＤＭ Coarse Wavelength Division Multiplexing の略号：波長間隔が 6～8nm 程度以
上と広い波長多重方式を言う 

ＳＯＩ Silicon on Insulator の略号：絶縁膜上のシリコン結晶成長技術 

ＣＤＦ Channel Drop Filter の略号：光チャネル・ドロップ・フィルターで WDM 
信号の中から、ある特定波長の光を取り出すデバイス 

ＯＭＶＰＥ Organo Metallic Vapor Phase Epitaxy の略号：有機金属熱分解法による気相
エピタキシー（結晶成長） 

ＭＢＥ Molecular Beam Epitaxy の略号：分子線ビーム結晶成長法 

ＮＬＤ Neutral Loop Discharge の略号：磁気中性線磁場放電の意味 

ＲＩＥ Reactive Ion Etching の略号：反応性イオンエッチング 

ICP Inductively Coupled Plasma（誘導結合プラズマ方式）の略号：反応性イオンエ
ッチングの一方式で、微細加工が高速で容易に出来る特徴を持つ。 

VCSEL Vertical- Cavity Surface- Emitting Laserの略号で面発光レーザと訳されてい
る。基板面と垂直にレーザ光を出射する半導体レーザであり、同一基板上に
二次 元的に集積できることが特徴である。 

FSR Free Spectral Rangeの略号：回折格子や共振器等において隣接する次数の
周波数間隔。 

FTTH Fiber To The Home の略号：ノードと加入社宅を直接光ファイバーで結び、ＯＮ
Ｕ（光網終端装置）を加入者宅に設置し、そこから提供サービスに応じて、必
要なインターフェイスの組み合わせを提供する方式 

P2P Peer to Peer の略号：不特定多数の個人間で直接情報のやり取りを行なうイ
ンターネットの利用形態。多数のコンピュータをインターネット上で相互に接続
し、画像や音楽ファイル等のリソースを配信もしくは相互共有するサービスや
システムを指す。 

ADSL Asymmetric Digital Subscriber Line の略号： 「加入者線」と呼ばれる 1 対の電
話回線用の銅線を用い、音声伝送に用いられない 4KHz 帯域を超える周波数
領域帯と専用のモデムを利用することで数～数十 Mb/s の高速データ伝送を
可能とする技術。 
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用  語 解   説 

ＥＡＭ Electro Absorption Modulator（電界吸収型変調器）の略号： 
電界印加による半導体の吸収係数変化を用いた光変調器 

ＥＤＦＡ Erbium Doped Fiber Amplifier の略号： 
エルビウム添加ファイバを用いた光増幅器であり、希土類元素であるエルビ
ウムをファイバに添加し光増幅器として利用したもの。光ファイバ伝送におい
て光増幅器として広く使われている。 

ＥＤＷＡ Erbium Doped Waveguide Amplifier の略号： 
エルビウム添加光導波路増幅器：希土類元素であるエルビウムを光導波路に
添加し光増幅器として利用したもの。小型化が可能。 

ＴＯＳＡモジュール Transmitter Optical Sub-Assembly の略号： 
光通信の送信用に用いる小型の光源モジュールであり、光ファイバを装着するた
めの光コネクタインタフェースを有する。 

ＸＦＰモジュール 10 Gigabit Small Form Factor Pluggable の略号： 
10Gbps 光通信用トランシーバ・モジュールの業界標準規格の一つであり、小型で
電気と光のインタフェースが着脱可能な特徴を有する。 

ＳＤＨ/ＳＯＮＥＴ SONET(Synchronous Optical Network)/SDH(Synchronous Digital Hierarchy) の
略号： Bellcore 社によって提案された SONET を、国際電気通信連合・電気通
信標準化セクタ(ITU-TS)が SDH として標準化した、光ファイバを用いた高速デ
ジタル通信方式の国際規格 

ＧＭＰＬＳ Generalized Multi-Protocol Label Switching の略号： 
光ネットワーク上の信号をルーティングするための技術。MPLS ではパケットに
ラベルを付加してルーティング経路を指定していたが、GMPLS では光信号の
波長を元にルーティング経路を決定したり、制御専用の IP チャネルを用意して
実データは光信号のままルーティングする、といった処理を行なう。策定が進
められている。 

ＴＭ波 Transverse Magnetic wave の略号：  
磁気ベクトルの振動方向が入射面に垂直で、電気ベクトルの振動方向は入 
射面内にあるような光波 

ＴＥ波 Transverse Electric waveの略号： 
電気ベクトルの振動方向が入射面に垂直で、磁気ベクトルの振動方向は入射
面内にあるような光波 
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概 要 
作成日 平成 19 年 3月 31 日 

制度・施策 

（プログラム）名 
高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム  

事業(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ)名 フォトニックネットワーク技術の開発 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 P02035 

担当推進部/担当者 電子・情報技術開発部       小高一紀、田中健一、上菜津子 

０．事業の概要 

フォトニックネットワークを実現する上でコアとなる電子制御型波長分割多重(WDM)光スイッチノー

ドに係る研究開発として、ノード装置の心臓部、即ち WDM 光トラフィックの経路切替部を構成する光

スイッチ、光波長変換器、光合分波器、波長可変／多波長光源、光増幅器の革新的技術開発を行う

とともに、開発した各デバイスを相互接続して、サブシステムとしての動作を実証する。また、将来を

見据えた次世代光スイッチノード用デバイスとして、量子ドットやフォトニック結晶等の先進的半導体

構造を用いた高機能光集積回路の要素技術開発を行うとともに、100Gbps 級の超高速光信号を光

のままパケット単位で経路切替えするための革新的な要素技術研究を行う。 

Ⅰ．事業の位置付け・ 

必要性について 

IT 社会の進展を支える重要なインフラである基幹系ネットワークの通信トラヒックが急激に増大

している。それに対応する技術として波長多重技術（WDM）が発展してきた。引き続き進展が進む

IT 社会を支えるべく、基幹系ネットワークのノード部分に、波長と経路のスイッチングに革新的な技

術の適用が不可欠である。 

本事業はこのノードを構成する革新的基幹光デバイス技術を開発するものであり、企業間に連

携を始め、産官学の英知を結集した取り組みが不可欠である。本プロジェクトにおいてこれらの革

新的技術開発課題を克服し、来るべき高度情報化社会に必須の次世代情報通信インフラを構築す

ることは、国際競争力の強化及び e-Japan 等の国家的重点目標の実現に寄与する重要な課題で

あり、国家プロジェクトとして NEDO が関与すべきものと考えられる。 

Ⅱ．研究開発マネージメントについて 

事業の目標 

平成 18 年度までに、超高速／大容量電子制御型光スイッチノード装置のスループット

100Tbps、ノード切り替え時間１m 秒を実現するために必要となるデバイスの実用化の 

目処を立て、更に集積化などの共通基盤技術の課題を解決する。また、次世代光スイッチングノー

ド装置を実現するために必要となる要素技術を開発する。 

主な実施事項 Ｈ14fy Ｈ15fy Ｈ16fy Ｈ17fy Ｈ18fy 

①超高速／大容量電子制

御型波長多重光ｽｲｯﾁﾉｰﾄﾞ 

ﾃﾞﾊﾞｲｽの開発 

 

 
    事業の計画内容 

②次世代光ｽｲｯﾁﾉｰﾄﾞ実現 

技術の開発 
     

会計・勘定 Ｈ14fy Ｈ15fy Ｈ16fy Ｈ17fy Ｈ18fy 

一般会計      

特別会計（高度化） 
1,296 

（実績）

981 

（実績）

886 

（実績） 

1,242 

（実績） 

1,191 

（実績） 

開発予算 

 
（単位：百万円） 

総予算額 1,296 981 886 1,242 1,191 

経産省担当原課 商務情報政策局 情報通信機器課 

運営機関 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞｰ   

実施事項① 東京大学 先端科学技術研究センター教授  中野義昭 

実施事項② 東京大学 生産技術研究所・先端科学技術研究センター教授

ナノエレクトロニクス連携研究センター長  荒川泰彦 

開発体制 

委託先 財団法人 光産業技術振興協会 

 

 

 

情勢変化への対応 

１） 国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、並びにロードマッ

プ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開発レベルのベンチ・マーキングを定

期的に行い、実施計画・方針等に反映させている。 

２） 実用化への対応を加速するため基本計画を変更（平成 15 年 3 月、平成 17 年 3 月）し、開発

体制の選択と集中を実施して体制強化すると共に、開発光デバイスを相互接続してサブシス

テムとしての動作実証を加速した。 

３） 早期に実用化の目処が立った開発光デバイスは、プロジェクト終了を待たずにシステム応用

サンプルとして試供、その評価結果をフィードバックし更なる特性改善に繋げた。 

４） R-OADM 等、新しいトポロジーの展開が出てきているが、本プロジェクト開発の光デバイスは

これらを含めた次世代のノードシステム用として小型・省電力で適用領域を拡大している。 
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①超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発 

(1)光スイッチ 

レンズなどを一体化した PLC 基板に光偏向素子をはめ込む実装法を用いて光スイッチを試作し、

8×8 フル動作、損失 15dB、応答時間 1μs を実証した。 

(2)光波長変換器 

干渉計と半導体光増幅器をモノリシック集積した光波長変換器に狭幅活性層構造を導入し電流

密度を高め、偏波依存性低減と高品質な 40Gb/sNRZ 信号を実現した。 

(3)光合分波器 

小型低損失温度無依存光合分波のモジュール構造の研究を進め、サイズ 3.2cm3（目 標 の約

1/20）を達 成 し、損 失 3.9dB、クロストーク -31.4dB、中心波長の温度依存性±0.03nm 以下

を実現した。 

(4)波長可変光源 

〔レーザ素子〕モードホップ制御8ch集積レーザで32 nmシームレス波長可変動作を達成。活性

DBR構造の改良で単チャネル毎の6 nm連続波長可変を達成、サブシステム実証に適用した。 

〔波長可変レーザモジュール〕 最終目標である5マイクロ秒以下の波長可変特性を有する，高精

度の波長ロッカーを内蔵したレーザモジュールとその駆動回路を19インチラック内に搭載し，サブシ

ステム動態展示用に供した． 

(5)光増幅器 

励起光源の変更により、消費電力及び雑音指数について最終目標を達成した。バースト対応光

増幅器を NEC 及び東大と共同で作製しサブシステムに組込み、性能を実証した。 

(6)サブシステム実証 

波長変換を用いる衝突回避に関して、高速な MZI-SOA 波長変換器を用いることで 10/40Gbps

のビットレート無依存なスイッチングを実証した。また、イーサフレームを 40Gbps 光バーストに変換

する装置を開発し、実アプリケーションデータの低遅延光バースト転送を実証した。さらに、インター

オプト’06 及び ECOC2006,OFC2007 で本サブシステムの動態展示を行い、光デバイスとシステム

の完成度の高さを国内外に広くアピールすることが出来た。 

光スイッチ制御に関しては、8x8 PLZT スイッチサブシステムを 3 ノード試作した。駆動回路と

FPGA 制御回路をさらに高速化し、8 パス同時に VOA 処理を行う最悪条件において、全ての接続

処理を 10 µ 秒以下で実現した。  

全光ラベル処理： 

光符号ラベル発生・制御と光符号認識処理の開発および両者を接続した動作実証を行い、切替

制御動作（信号速度 40Gbps、8ch）に成功した。 

 

②次世代光スイッチノード実現技術の開発 

（１）先進的半導体構造による次世代光スイッチノード用集積化技術開発 

1)量子ドットデバイス：量子ドット増幅器では、偏光依存性を解消可能なドット構造を世界で初めて

開発した。量子ドットレーザでは、TOSA モジュール化し温度無依存 10Gb/s アイ開口を確認した。 

2)フォトニック結晶デバイス：①フォトニック結晶光導波路を活用した超小型集積化 R-OADM 素子

は、波長可変合分波特性、出力ポート切替特性を実証し多波長チャンネルに対応可能な R-OADM

特性を実現した。また、モジュール化を進めると共に、R-OADM モジュールを用いた WDM 光信号

の OADM 伝送実験による実用性アピールを行った。 

②積層型フォトニック結晶を用いて、補償量170ps/nm(40Gb/s)の超小型レシーバ付可変分散補

償モジュールの作製に成功し、特性が可変なSi深堀り型フォトニック結晶を実現した。 

3）GaInNAs デバイス：GaInNAs 系半導体結晶を用いて電界吸収型光変調器集積 DFB レーザを試

作し 120℃までの高温動作、25～100℃の温度範囲における無温調動作と 10Gbps 動作を実現し

当初目標を達成した。 

（２）全光パケットノードの実現技術開発 

1)EA型全光ロジック：再成長によるマッハツェンダー干渉計型デバイスの作製に成功した。 

2)SOA型全光ロジック：低損失化、偏波無依存化を達成した。全光フリップフロップにおいては

320Gb/s光パケット・ルーティングに成功した。 

3）分布帰還(DFB)型全光フリップフロップ：プローブ光レベルを短時間低減する反転ゲート機構を

DFB 型全光スイッチング素子で形成し、光双安定素子と一体集積化して同一プローブ光に対して

セット動作とリセット信号の発生を実証した。 

4）非相反光論理デバイス： 垂直回折格子型 DFB 素子において全光スイッチング特性を実証し、

この素子との集積化に適した非相反回路用干渉光回路を再設計・試作して、26dB の消光特性が

得られる見通しを得た。 

5）偏光双安定 VCSEL：偏光双安定を用いた 2 ビット光 RAM 動作、10 Gbit/s 光 RAM 動作、および

1 つの VCSEL から他の VCSEL へ信号が転送できるシフトレジスタ機能を実現した。 

投稿論文 「論文」78 件、「口頭発表,解説記事等」465 件 

Ⅲ．研究開発成果 

について 

特 許 「出願済」219 件 （内外国出願 64 件） 
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Ⅳ．実用化、事業化 

の見通しについて 

90 年代末の急速な IT 社会の進展を鑑み、当初、2010 年代初めには、本プロジェクトのうち、

超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発成果となる電子制御型波長

分割多重光スイッチノード装置の適用が不可欠と想定された。しかしながら、2000 年の米

IT バブル崩壊を受け拡大傾向にあった通信網への設備投資も停滞したが、2007 年中に、IT
バブル期と同等規模に回復すると見込まれる。この間、基幹系ネットワークを構成する既存

ルータは、その転送能力が向上しているもののその伸びは鈍化しており、近い将来、波長分割多

重光スイッチノード装置の適用が不可欠である。現在、基幹系ネットワークでは、電話など

の回線交換データを IP 統合する NGN（Next Generation Networo）設備投資が重点的に

行われている。これを鑑み、2010 年代中ごろに、電子制御型波長分割多重光スイッチノー

ド装置の適用を見込む。 
一方、開発した電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスは、ROADM 等の新たな通

信装置への適用可能性を有している。従い、電子制御型波長多重光スイッチノード装置の実用

化と並行し、各デバイス単体での上市を目指す。 
以下に研究テーマ毎の実用化、事業化の見通し（シナリオ）について記述する。 

 

①超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発 

電子制御型光スイッチノードとして、光バーストスイッチノード装置の実現をターゲットに、6 つの

サブテーマに分けて必須の基幹光デバイス開発を進めた。基幹光デバイスの開発では、サブシス

テムの実証検討により得られた各デバイスへの要求仕様を反映し、平成 16 年度末までに得られた

各光デバイスの基盤技術確立と基本性能の確認及びプロトタイプ試作結果を踏まえ、平成 17 年

度からプロジェクト終了（平成 18 年度末）までに、各光デバイスの小型化、低消費電力化、大規模

並列化等を推進し実用レベルの性能を実現した。 

またサブシステム実証については、最終目標である光ルータデータ転送部（光バーストスイッチ

ングノード装置）のデモ機を構築し、自律的衝突回避機能と高速ラベルスイッチング及び 40Ｇｂｐｓ

信号の伝送を実証し、国内外の展示会で動態展示を行った。 

開発した光デバイスの一部は、既に NGN 設備装置として適用が決定するなど、プロジェクト終了

後は、各企業単位に光デバイスの実用化が推進されている。 

また、電子制御型波長多重光スイッチノード装置の実用化を推進のため、NEDO 成果普及事業

として、ノード装置の実網実証および通信アプリケーションとの融和性検証を進める。 

 

②次世代光スイッチノード実現技術の開発 

(1) 先進的半導体構造による次世代光スイッチノード用集積化技術開発 

量子ドットデバイス、フォトニック結晶デバイス及び GaAs 基板上新材料系デバイスの開発では、

平成 16 年度末までに得られた基盤技術の確立と基本性能実証及び一部の応用デバイスのプロト

タイプ試作を踏まえ、平成 17 年度からプロジェクト終了（平成 18 年度末）までに、ネットワークノード

への適用を想定した実用化開発を実施した。 

特に、量子ドットデバイスでは、量子ドットレーザを事業化するカーブアウト型ベンチャーが 2006

年 4 月に創立され、上市に向け製品開発が進んでいる。 

(2) 全光パケットスイッチノードの実現技術 

波長多重光スイッチノード装置の更なる省エネルギー化を図る全光パケットスイッチノードの実

現には、光メモリを代表とする大きなブレークスルーが必要であるが、光パケット信号の蓄積・転送

機能の動作基本原理を確認する大きな成果を得た。これら原理を発展、展開する継続的な研究を

大学中心に実施する。 

 

評価履歴 平成 16 年度 中間評価実施 
Ⅴ．評価に関する事項 

評価予定 平成 19 年度 事後評価実施予定 

策定時期 平成 14 年 3月 策定（経済産業省） 

平成 15 年 3月 変更（ＮＥＤＯ） 
Ⅵ．基本計画に関する 

事項 変更履歴 
平成 17 年 3月 変更（ＮＥＤＯ） 
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Ｉ．事業の位置付け・必要性について 
 

１．NEDO 関与の必要性・制度への適合性 
 
１．１NEDO が関与することの意義 

昨今のインターネットの普及と、ADSL などのブロードバンドサービスの普及・高速化を背景として、電子政府

や電子商取引などＩＴ社会が進展し、IT 社会を支える重要なインフラである基幹系ネットワークの通信量も急

激に増加している（図 1.1）。それに対応する技術として、伝送方式には波長多重技術（WDM）が発展してきた

が、基幹系ネットワークを構成する主要なノード装置であるルータ装置の交換方式は、パケット単位に処理を

行う必要からさらなる高速大容量化の推進が不可欠である。しかしながら、現在のルータ装置の内部処理が

電気的に行われていることから、例えば LSI の処理速度向上の鈍化などに起因し、1 台あたりの処理量拡大

にも限界がある。また、処理規模に比例しエネルギー消費も大きく、地球温暖化などの環境破壊につながるこ

とから、近い将来、IT 社会の進展を支えきれなくなることが予測される。このため、基幹系ネットワークのノー

ド装置において、脱電気処理などの革新的な技術の適用が必須となる。 

 

 

図 1. 1 基幹系通信トラヒックの伸び（予測） 

 

図 1. 2 ルータ装置１台当たりの処理能力（予測） 
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本研究では、こうしたノード装置の心臓部、即ち WDM 光トラフィックの経路切替部を構成する光スイッチ、

光波長変換器、光合分波器、波長可変／多波長光源、光増幅器等の革新的技術開発を行う。また、これらデ

バイスは、基幹系ネットワークのノード装置の他、既存のネットワーク伝送装置への適用も考えられることから、

技術開発が終了する 2006 年度から 2～3 年間程度での実用化を想定し、システム側の要求に応えられる扱

い易いデバイスを目指す。さらにこれらデバイスが大量に実装されてひとつのノード装置が構成されることを

考慮し、超小型、低消費電力、集積・大規模並列化可能、低コスト、実装容易であって、量産性、信頼性、多

段接続性に優れるデバイスの研究開発に主眼をおく。なお、この領域では、これまで様々な方法によるデバ

イスの研究開発が行われていることから、本研究開発の実施に当たっては、現行技術にブレークスルーをも

たらすと期待される革新的な技術課題に取り組む。 

技術進展が極めて速い本分野においては、10 年先を見据えた将来技術開発を行うことも重要である。特

に、家庭向きブロードバンド回線の普及によるデジタルデータ量の大幅な増加に対処するため、光パケット

データの超高速転送に適したノード装置を開発する必要がある。このために、先進的半導体構造を用いた集

積化技術の確立をはかるとともに、100Gbps 級の超高速光信号を光のままパケット単位で経路切替するため

の革新的な要素技術研究を行う。 

以上のように、本プロジェクトにおいてこれらの革新的技術開発課題を克服し、国際競争力の強化を行い、

来るべき高度情報化社会を将来的に支える次世代情報通信インフラを構築するためには、企業間の連携を

はじめ、産官学の英知を結集して当たることが必要であり、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものと

考えられる。 

 

１．２ 実施の効果（費用対効果） 

１）市場規模 

現状の電子ルータ（ノード装置）市場は、米国 CISCO 社が 70％のシェアを有して寡占状態であるが、本プ

ロジェクトで開発する我が国が得意とする光ネットワーク・デバイスをいち早く光電子ルータ（光バーストスイッ

チングノード）に搭載することで、次世代ルータの市場獲得に大きく貢献できると考えられる。図 1.3 にノード装

置の国内市場推移を示す（出典：富士総研）。ノードシステム全体で 2000 年 1,600 億円、2005 年 3,600 億円、

2010 年 9,100 億円の市場予測となっており、この内、ミッドレンジルータ及びハイエンドルータが光電子ルータ

に置き換わるとすると、2010 年度で約 4,000 億円の市場となることが推計される（これは、情報通信ネット

ワーク産業協会（ＣＩＡＪ）が 2002 年度予測したルータと LAN スイッチの市場規模額 5,762 億円（2007 年度）と

ほぼ合致している）。 

出所：富士総研（2001年）

ルータの市場予測
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図 1.3 ルータの国内市場予測 

 

一方、光ネットワーク・デバイスの国内市場予測を図 1.4 に示す。プロジェクト終了直後の 2007 年度で 200

億円、その 3 年後である 2010 年度で 500 億円の規模となる。 

 



 6

出所：富士総研（2001年度）

プロジェクトの投資効果
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図 1.4 光ネットワーク・デバイスの国内市場予測 

 

以上の試算は、本プロジェクトの成果が直接及ぶと考えられるルータ機器と光部品に限ったものであるが、

光通信システム等のインフラやサービスまで含めた市場全体に及ぼす波及効果は非常に大きなものになるこ

とが予想される。 

一方、図 1.5 には、本プロジェクト成果を適用できると考えられるネットワーク伝送領域の世界市場の予測

(2002～2011 年）を示す。Long-Haul DWDM と Optical Exchange Equipment を一体化した「光ルータ」と 

Metro WDM ネットワークで必要な波長可変機能、光スイッチ機能を内蔵した「ＯＡＤＭ」ノードの２つをターゲッ

ト製品として、世界市場規模は 2010 年でほぼ 1 兆円となり、年率数％程度で成長すると予想されている。

ルータのハイエンド、ミドルレンジ、ローエンドのタイプ別では特にハイエンドルータの比率が高まっており、今

後通信トラフィックの大きな伸張により、光ルータへの転換が進むことが期待される。 

 

図 1.5  Optical Transport Systems 世界市場予測 

（出典：ガートナー Forecast: Optical Transport Systems, Worldwide, 2002-2011」 , Peter 

Kjeldsen etc.(May 31, 2007）GJ07377） 
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２）省エネルギー効果 

 

現状のハイエンド電子ルータの消費電力が、本プロジェクトの実施によって光ルータが普及することを想定

した省エネルギー効果（炭酸ガス排出量で比較）は以下の表 1.1 のように予想されている。 

         

           表 1.1 炭酸ガス排出量で見た各年度の省エネルギー効果 

年 度 ルータ種別 台数 省エネルギー効果 

(原油換算) 

2000 年 電子ルータ 5.7 万台 － 

2010 年 光ルータ（占有率 90％） 14.8 万台 23.6 万 kL／年 

2020 年 光ルータ（占有率 95％） 38.3 万台 61.1 万 ｋL／年 

2030 年 光ルータ（占有率 100％） 99.2 万台 158.3 万 kL／年 

※電子ルータの平均消費電力を 1.25kW、光ルータの平均消費電力を 0.5kW、ルータ台数増加を

年率 10％と仮定した。また、電力-原油換算係数として 0.243 kＬ/ＭＷｈを使用した。 

 

 

 
 
２．事業の背景・目的・位置付け 
 
【背景】 

情報通信技術のめざましい進展により、近い将来、ネットワークがすみずみにまで行き渡り、時間や場所の

制約を受けずに、必要とする情報や知識を、誰もが自由に創造、流通、共有できる情報通信環境、いわゆる

ユビキタス情報社会の実現が要望されている。このような情報通信環境を実現するためには、高速・高信頼・

高機能な情報通信システムを実現するために必要な基盤的技術として、超高速ネットワーク技術の開発が不

可欠である。また、今後の我が国経済を牽引する原動力として、情報通信産業の持続的発展が重要であり、

その鍵となる産業技術力の強化が必要である。 

 

【目的】 

本プロジェクトは、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラムの一環として、ネットワーク高度化に重要な

役割を担う光スイッチ及び関連するフォトニック・ネットワーク技術について、平成 18 年度までに、次世代のブ

レークスルー及び新産業の芽となる新規技術を確立することを目的として実施する。 

本プロジェクトでは、フォトニック・ネットワークを実現する上でコアとなるノード装置に係る研究開発として、

５～７年後の近い将来に必須となると考えられる、超高速／大容量電子制御型光スイッチングを実現するた

めに必要となるデバイスの開発を行うとともに、10 年後を見据えて伝送路の使用効率を更に向上させる光

制御型光スイッチングを実現するために必要となる技術の研究開発を行うことが目的である。 

本技術の確立により、ネットワーク社会高度化の要求を満たす通信インフラの実現など、将来、幅広い産

業分野で利用される共通基盤技術の形成が見込まれ、情報通信分野での産業競争力強化と新規産業創

造に資することが期待される。 

 

【位置付け】 

フォトニック・ネットワーク技術の研究開発は、その重要性に鑑み、米国の NGI(Next Generation Internet)プ

ロジェクトや IT２(IT for the 21st century initiative)プロジェクト、欧州の IST(Information Society Technology)プ

ロジェクト等、主要諸国において精力的に取り組まれてきており、まさに、グローバルな開発競争となっている。 

日本においては、経済産業省や総務省がネットワーク技術に関する施策として、NEDO 研究開発プロジェク

トであるフェムト秒テクノロジー（超高速光デバイス：OTDM 用）及びそれと相互補完的な本プロジェクト（波長

多重光デバイス：WDM ノード用）を、一方 TAO（通信放送機構）もいくつかの通信システム（幹線網、メトロ網、

アクセス網）に関する研究開発プロジェクトに取り組んでいる。将来的には開発投資や研究開発の効率的側
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面から省庁連携が望まれている。 

日本は、これまで光技術に関しては世界のトップ水準にあり、産業技術力、国際競争力を一層強化するこ

とにより、e-Japan 戦略、e-Japan 戦略 II、ＩＴ新改革戦略等現在まで推進されてきた国家戦略の目標達成等

に寄与することが重要である。 
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II．研究開発マネージメントについて 
１． 事業の目標 

【全体目標】 
本プロジェクトでは、科学技術基本法における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点分野（4 分

野）の一つである情報通信分野に位置付けられ、ネットワークが隅々迄行き渡った社会の実現と、情報通信

産業の国際競争力強化を図ることを目的とした「高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム」の一環として

実施している。 

インターネットに代表される地球規模の情報ネットワークは、今後益々進展してゆくことは論を待たないが、

これによって増大するトラフィックを処理するノード技術は現在電子技術に依存しており、近い将来限界に達

する（図 2A 参照）。この限界を打ち破るブレークスルー技術として、ネットワークのノード部において、光－電

子－光の変換を経由しない、光ルーテイング、いわゆるフォトニック・ネットワーク技術が必要となる。中間評価

時点での光ルータの商用化開始時期は数年遅れる見通しとなっている。 

 
図 2A ルータ技術の進展と光技術への期待 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

図２B 将来の光ネットワークシステムの構成 
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(2) 10Gb/s PON光伝送技術

コア光ノード技術
(1) OPS 技術
(2) 高速波長変換ﾃﾞﾊﾞｲｽ技術
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  図２B に将来の光ネットワークシステムの構成図を示す。アクセス系では 100Gb イーサネットアプリケー

ション技術を中心に研究開発が進んでいる。メトロ系では 160Gbps の高効率大容量光伝送技術として、多値

変復調技術の研究開発が進んでおり、ROADM を中心に市場が広がっている。コア系（幹線系）では光ノード

技術として OPS 技術が今後の研究開発を牽引すると考えられる。 

 

 
 

図 2C 光ルーテイングによるノード処理方式のロードマップ 

 

総務省関連の超高速フォトニック・ネットワーク開発推進協議会出版の「フォトニックネットワーク革命」に、

この光ルーテイング方式のロードマップ（図２C 参照）が提示されている。本プロジェクトの目標は光バースト

スイッチング方式に適合した光デバイス開発であり、この光デバイスを塔載したいわゆるフォトニック・ルータ

が 2005 年から 2010 年の間に商用化できるように、平成 18 年度までに、超高速／大容量電子制御型光ス

イッチノード装置のスループット 100Tbps、ノード切替時間１m 秒を実現するために必要となる各種光デバイス

の実用化のメドをたてるとともに集積化などの共通基盤技術の課題を解決する。 

また、ロードマップの光バーストスイッチング方式の次に位置付けられる、次世代光スイッチングノード装置

（光パケットスイッチング方式）を実現するために必要となる光デバイス基盤要素技術を確立する。 

これらにより、ネットワーク・デバイスの実用化に伴う次世代ノード技術が進展し、フォトニック・ネットワーク

の高度化が図られ、来るべき高度情報化社会（ユビキタス社会）の実現に寄与することができる。 

 
以下に、本プロジェクトの基本計画に掲げられている、中間目標と最終目標を示す（下線のある記述

は中間評価後に基本計画が変更になった部分である） 

【中間目標及び最終目標】 

①超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発 

全てのデバイス開発に当たっては、研究開発終了後 2～3 年程度で実用化されシステムに組み込まれるこ

とを想定して、ファイバーや他の機器との接続性や温度特性に優れ、損失が小さく、小型・高信頼など、シス

テム技術の要求を満たすものであって、かつ量産・低コストであることを共通の目標とする。開発した各デバイ

スは、相互接続してサブシステムとしての動作を確認する。さらに個々のデバイス開発にあたっては、以下の

目標を置く。             

（１） 光スイッチ 

平成 16 年度末までにスイッチング速度１μ秒以下で動作し、数十×数十ポート化への拡張

が可能な光スイッチ方式において、２×２ポートのスイッチとして実現可能であることを示す。平

成 18 年度末には、内部損失 10dB 以下の８×８ポート高速マトリックススイッチング素子を実現

する。（赤字は中間評価で基本計画を変更した内容である） 

（２） 光波長変換器 

平成 16 年度末までに、C バンド内で任意の波長を他の波長に、出力の減衰や波長の広がり

がなく変換可能であることを示す。平成 18 年度末には、C バンド内で消費電力数百 mW 程度、

波長切替時間１μ秒以下、100Gbps クラス対応のモジュールを実現する。 

 

スイッチ規模 
（収容ポート数） 

～１μｓ ～１ｍｓ ～１ｓ 目標ノード 
切換速度 

～１ｎｓ ～１μｓ ～１ｍｓ 目標スイッチング

速度 

～１Ｐｂｐｓ ～１００Ｔｂｐｓ ～１０Ｔｂｐｓ 目標スループット 

２０１５年 ２０１０年 ２００５年 商用化目標時期 

光パケット 
スイッチング 

光バースト 
スイッチング

光クロスコネクト 
スイッチング

スイッチ技術 

～５００×５００ ～１，０００×１，０００ ～１０，０００×１０，０００ 
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（３） 光合分波器 

平成16年度末までに、現行の石英系AWGと比較してクロストーク等のフィルター特性が同等で、

厳密な温度管理を必要としないサイズが10分の1以下のWDM波長合分波器を実現する。平成18

年度末には、それを用いて波長分岐・挿入機能の確認実験を行う。 

（４） 波長可変／多波長光源 

波長可変光源は平成 16 年度末までに、C バンドにおいて、バンド全域をカバーした任意の一

波長の生成を実現するための基本技術を開発する。平成 18 年度末には、消費電力数百 mW 程

度、波長切替時間数μ秒程度で、C バンド内の任意の波長チャンネルに可変できる波長可変光

源モジュールを開発する。 

多波長光源は平成 16 年度末までに、実用性能を満たした 1000 波以上の光信号を発生する

基本技術を確立する。平成 18 年度末には、1000 波以上を目指した技術を確立し、C バンドにお

いてノード装置に実装可能な多波長光源モジュールを開発する。 

多波長光源は平成 16 年度末までに、実用性能を満たした 1000 波以上の光信号を発生する

基本技術を確立する。また、少数波長から需要に応じた波長数拡散機能や現用・予備系の無瞬

断切り換え機能など、実用化に不可欠なシステム技術を開発する（平成 16 年度で終了）。 

（５） 光増幅器 

平成 16 年度末までに、光スイッチ、光合分波素子等の他のノード内機能素子等と集積化可

能な、大きさ１平方 cm 以下、増幅波長帯域 1550nm、小信号利得 10dB 以上、雑音指数 8dB

以下、飽和出力 10dBm 以上の光増幅部を実証する。平成 18 年度末には、バンド全域で 10dB

以上の利得を有する、消費電力数百 mＷ程度の光増幅器アレイ(10 チャネル規模)を実現する。 

（６） サブシステムの実証 

上記で開発されるデバイスの相互接続を行い、光ルータデータ転送部の動作実証試験を行う。

具体的には、平成 16 年度末までに光ルータ構成の検討、インターフェース技術の開発、相互接

続予備実験を行い、平成 18 年度末には光ルータデータ転送部デモンストレータの構築、

40Gbps 信号の周回伝送品質評価、高速光ラベルスイッチング実証実験を行う。 

上記で開発されるデバイスの相互接続を行い、光ルータデータ転送部の動作実証試験

を行う。具体的には、平成 16 年度末までに光ルータエンジン構成の検討、インター

フェース技術の開発、相互接続予備実験及び制御用電子回路の開発を行い、最終的には

光ルータエンジンデモンストレータの構築、40Gbps 信号の周回伝送品質評価、自立的に

信号衝突回避を可能とする高速光ラベルスイッチング実証実験を行う（一部追加）。 
 
②次世代光スイッチノード実現技術の開発 

（１） 先進的半導体構造による次世代光スイッチノード用集積化技術開発 

量子ドットについては、平成16年度末までに広帯域・高飽和増幅器および10GHz超の高速変調

レーザの基本的動作を確認し、平成18年度末にはこれらのデバイス動作を実証する。また、2次元

スラブ型フォトニック結晶については、平成16年度末までに分波器・ 波長フィルタ、光スイッチ、分

散補償機能の基本的動作を確認する。平成18年度末には半導 体基板上にモノリシック集積可能

でかつ現在のAWGと比して1000分の1以下の光配線面積を有するWDM仕様の分波器・波長フィル

タ、および微小光スイッチや分散補償動作を実証する。GaAs基板上新材料系デバイスに関しては、

GaInNAs系のレーザ、半導体光増幅器、光変調器などをフォトニック集積した温調不要・無光送信

デバイスを試作し、低コスト性・実用性を実証する（平成17年度より新規追加）。 

 

（２） 全光パケットスイッチノードの実現技術開発 

平成 16 年度末までに、40Gbps 超の速度およびマイクロ W 級の入力光パワーで動作し、ゲー

ト当たり消費電力数ｍW 級の光論理デバイス・光フリップ・フロップを開発する。また平成 18 年

度末には、それらを多段接続してデジタル光信号再生（3R）を実証する。この過程を通じて、

100Gbps クラス光パケットの任意時間の蓄積・転送に必要な基本技術を確立する。 

 

   ①、②フェーズ夫々の基本計画における中間目標、最終目標を整理したものを表 2C に示す。 

   なお、下線のある記述は中間評価後に基本計画が変更になった部分である。 
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表 2C ①、②フェーズの中間目標、最終目標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

サブテーマ 中間目標（H16) 最終目標（H18) 

（１）光スイッチ 
 
 
（２）光波長変換器 
 
 
（３）光合分波器 
 
 
 
 
（４）波長可変／ 
   多波長光源 
 
 
 
 
（５）光増幅器 
 
 
 
（６）サブシステム 
    の実証 

・スイッチング速度１μ秒以下で動作し、数十× 
数十ポート化への拡張可能な光スイッチ方式に 
おいて、２×２ポートのスイッチとして実現可能 
である事を示す。

・内部損失10dB以下の８×８ポート高速 
マトリックススイッチング素子を実現する。 

・Cバンド内で任意の波長を他の波長に、出力 
の減衰や波長の広がりがなく変換可能であるこ

とを示す。 

・Cバンド内で消費電力数百mW程度、

波長切替時間１μ秒以下、100Gbpsクラ

ス対応のモジュールを実現する。 
・現行の石英系AWGと比較してクロストーク等 
のフィルタ特性が同等で、厳密な温度管理を必

要としないサイズが10分の1以下のWDM波長 
合分波器を実現する。

・それを用いて波長分岐・挿入機能の 
確認実験を行う。AWG波長間隔100 
GHz(50GHz)で変調のAWGとする。 

・Cバンドにおいて、バンド全域をカバーした任意

の一波長の生成を実現するための基本技術を 
開発する。 

・消費電力数百mW程度、波長切替時間 
数μ秒程度で、Cバンド内の任意の波長 
チャンネルに可変できる波長可変光源モ 
ジュールを開発する。

・実用性能を満たした1000波以上の光信号を 
発生する基本技術を確立する。

・1000波以上を目指した技術を確立し、

Cバンドにおいてノード装置に実装可能な

多波長光源モジュールを開発する。 
 （H16年度で終了） 

・光スイッチ、光合分波素子等の他のノード内機 
能素子等と集積化可能な、大きさ１平方cm以下 
、増幅波長帯域1550nm、小信号利得10dB以上

、雑音指数8dB以下、飽和出力10dBm以上の光

増幅部を実証する。 

・バンド全域で10dB以上の利得を有する、 
消費電力数百mＷ程度の光増幅器アレイ 
(１０チャネル規模)を実現する。 

・光ルータ構成の検討、インターフェース技術の 
開発、相互接続予備実験を行う。

・光ルータデータ転送部デモンストレータの 
構築、40Gbps信号の周回伝送品質評価、 
自立的に信号衝突回避を可能とする、高速

光ラベルスイッチング実証実験を行う。

①超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発 

②次世代光スイッチノード実現技術の開発 

 サブテーマ 中間目標（H16) 最終目標（H18) 

１）量子ドットについては、広帯域・高飽和増幅器

および１０GHz超の高速変調レーザの基本的動

作を確認 

１）これらのデバイス動作を実証する。 

２）2次元スラブ型フォトニック結晶については、 
分波器・ 波長フィルタ、光スイッチ、分散補償 
機能の基本的動作を確認する。

２）半導 体基板上にモノリシック集積可能 
でかつ現在のAWGと比して１０００分の１ 
以下の光配線面積を有するWDM仕様の 
分波器・波長フィルタ、および微小光スイッ 
チや分散補償動作を実証する。 

・40Gbps超の速度およびマイクロW級の 
入力光パワーで動作し、ゲート当たり消費 
力数ｍW級の光論理デバイス・光フリップ 
フロップを開発する。

・それらを多段接続してデジタル光信号 
再生（3R）を実証する。この過程を通じて、

100Gbpsクラス光パケットの任意時間の 
蓄積・転送に必要な基本技術を確立する。

３）GaAs基板上申材料系デバイスでは、

GaInNAs系レーザ、半導体増幅器、光変

調器を集積した温調不要デバイスを試作

する。（H17年度より追加） 

（１）先進的半導体

構造による次世代

光スイッチノード

の実現技術 
 
 
 
（２）全光パケット

スイッチノードの

実現技術 
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２．事業の計画内容 
 
２．１研究開発の内容 

図 2.1 に①、②フェーズ各々の研究開発項目毎（サブテーマ）の全体計画内容を示す。 

 

 
図 2.1 フォトニック・ネットワーク技術の開発プロジェクトの全体研究開発線表 

 

① 超高速／大容量電子制御型波長多重光スイッチノードデバイスの開発 

 

 図 2.2 に開発項目①の光デバイス研究開発のサブシステム実証における位置付けを示す。 

 

光ラベル制御回路 光増幅器アレイ

光合波器

光波長変換器

波長可変LD
多波長光源

光スイッチ

光分波器

光増幅器

サブシステムの実証

光ラベル制御回路 光増幅器アレイ

光合波器

光波長変換器

波長可変LD
多波長光源

光スイッチ

光分波器

光増幅器

サブシステムの実証

 
 

図 2.2 開発光デバイスの位置付け 

     研究開発項目      Ｈ１４      Ｈ１５      Ｈ１６        Ｈ１７      Ｈ１８

中間目標 最終目標 
①超高速・大容量電子 
制御型波長多重光ス 
イッチノードデバイスの 
開発 
 
 
（１）光スイッチ 
 
（２）光波長変換器 
 
（３）光合分波器 
 
（４）波長可変／ 
   多波長光源 
 
（５）光増幅器 
 
（６）サブシステム 
   の実証 
 
②次世代光スイッチ 
ノード実現技術の開発 
（１）先進的半導体構造 
による次世代光スイッチ 
ノード集積化技術 
（２）全光パケットノード 
の実現技術 
 

CP

基本検討    集積化     ＡＷＧ・回路試作  ADMﾓｼﾞｭｰﾙ試作  波長ＡＤ機能実証   

方式検討   基本動作    波長可変幅拡大   高速可変動作   高速可変動作実証   

基本検討   高効率化        集積化        アレイ化検討    集積化ﾓｼﾞｭｰﾙ    

統合組織化  ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ検討  相互接続予備実験 周回伝送品質評価   高速ﾗﾍﾞﾙｽｲｯﾁ 
                                                                                  

基本検討   動作確認    単体ﾃﾞﾊﾞｲｽ実現     機能集積化        動作実証      

基本検討   動作確認       改良試作      機能回路化     機能試験･回路動作  

2x2ＳＷ 8x8ＳＷ

Ｃﾊﾞﾝﾄﾞ内出力
減衰､波長拡がり無 

Ｃバンド内波長
変換モジュール

1/10ｻｲｽ､4bit光
ﾗﾍﾞﾙ符号 

基本検討  素子機能実証  ２ｘ２モジュール試作  ８ｘ８ﾓｼﾞｭｰﾙ試作   システム検証

Cﾊﾞﾝﾄﾞ内1波長生成
多波長光信号 

小 信 号 利 得 ＞
10dBｻｲｽ;＜1cm2 

光 増幅 10ch ｱﾚｲ
利得＞10dB 

光ﾙｰﾀ構成

･広帯域高飽和
  増幅器 &ＬＤ 
･ＰＣ結晶基本動作

 

光論理ﾃﾞﾊﾞｲｽ･光
ﾌﾘｯﾌﾟﾌﾛｯﾌﾟ:40Gbps 

･デバイス動作 
･超小型ﾃﾞﾊﾞｲｽ実証

 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ光信号 
再生(3Ｒ)実証 

基本検討    高速化     高速・広帯域化   機能集積化・高機能  システム実証 
                                                      

▼

▼

▼

▼

光ﾙｰﾀﾃﾞﾓﾝｽﾄﾚｰﾀ

波長ADM機能実証

Cﾊﾞﾝﾄﾞﾓｼﾞｭｰﾙ 
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（１） 光スイッチ 
光データのパケット単位でのスイッチングを実現するためには、高速な光スイッチが必要である。このため、

本開発項目では、高速性はもとより、スイッチ規模の拡張性、およびスイッチ規模に依存しない低損失性を有

する、光スイッチの研究開発を進める。 

図 2.3 に示すように、材料面では、高速スイッチングの鍵となる電気光学（EO）材料の研究開発を進める。

バルクで高い EO 効果が報告されている PLZT 材料、および光デバイスで高い実績のある LiNbO3 材料を中

心に高 EO 係数化と透明性の両立を実現する。 

方式面では、拡張性と低損失性を実現する導波路偏向型光スイッチの研究開発を進める。ビームをスラブ

光導波路内で自由に偏向させることでスイッチングを行う方式であり、光スイッチ光学系を構成する光偏向素

子、複合導波路系を構成する各要素技術、実装技術の検討を進め、クロストークなどの光スイッチ特性に関

係する性能につき実現性を確認する。なお、光偏向素子の制御技術の基礎検討、光スイッチサブシステム、

ノード構成の検討は、H17 からサブシステム実証サブテーマにおいて実施するが、本稿でまとめ、記載する。 

中間目標として、光のまま切り替えが可能な 2×2ch の光スイッチを試作し、挿入損失 15dB 以下、素子の

切り替え速度 1μs 以内を実証した。最終目標としては、はめ込み実装方式により、8×8ch、10dB の光スイッ

チモジュールの実現を目指す。また光出力一定（VOA）制御が可能な光スイッチサブシステムを試作し、8

ポート同時接続時に 15μs 以内の切り替え速度実現を目指す。 

 

 
 

図 2.3 光スイッチの開発項目とスケジュール 

 

 

 

 

 

（２） 光波長変換器 
（２）－１ 中間評価時 

光スイッチノード装置において、複数の入力ポートから入力した同一波長の信号が同時に１つの出力ポー

トに出力すると衝突が生じる。電気スイッチノード装置においては、一方の信号が通過するまで他方の信号を

バッファリングして待機させておくことでこのような衝突を回避しているが、光信号の場合には任意長・任意時

間のバッファリングが可能な光メモリは実現が難しい。その場合、一方の光信号を利用可能な他の波長に乗

せかえることで、光信号同士の衝突を防ぐ方式が有効である。このような目的のために、光の状態のままで

光信号の波長を変換する光波長変換器が光スイッチノード装置において重要な研究開発要素となる。本開発

項目では、任意の波長を光信号のまま、別の波長チャネルに切り替える小型で高効率な全光波長変換デバ

イスを開発する。図 2.4 に示すように、光波長変換方式として、２R 型光波長変換器、３R 型光波長変換器、

非共鳴型光波長変換器の最適化を行い、さまざまなフォトニック・ネットワークに適応可能な光波長変換器の
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実現を目指す。 

中間目標として、C バンド内で任意の波長を他の波長に、出力の減衰や波長の広がりがなく変換可能であ

る光波長変換器を試作し、最終的には、C バンド内で消費電力数百 mW 程度、波長切替時間１μ秒以下、

100Gbit/s クラス対応のモジュールを実現する。これに対応可能なデバイスとして、高効率性に優れた半導体

光増幅器（ＳＯＡ）、高速性に優れた半導体電気吸収型変調器（EAM）、および広帯域性に優れた高非線形

ファイバーを選定する。また、光波長変換器を用いた信号スイッチングの制御方式の研究開発を並行して進

め、実システムへの導入の加速を図る。 

 
 

図 2.4 光波長変換器の開発項目とスケジュール 

 

 

ａ）ハイブリッド２Ｒ型光波長変換器 （平成 16 年度で終了） 

光波長変換器には、クロック再生を行わない２R 型光波長変換器とクロック抽出・再生を行う３R 型光波長

変換器がある。３R 型光波長変換器は、光波長変換機能に加えてリタイミングによる再生を行うため、タイミン

グジッタの蓄積を解消できるが、構成が複雑であり、かつ RZ 信号の再生に限定されている。一方、２R 型光

波長変換器は、タイミングジッタの蓄積はあるものの、構成が簡素で、RZ 信号に加えてメトロ系で一般的な

NRZ 信号の光波長変換も可能であり、さらにビットレートに依存しないトランスペアレントな波長変換の可能性

もある。また、バースト的な信号にも遅延することなく瞬時に光波長変換が対応可能である。 

本研究では、1)２Ｒ型光波長変換素子の研究開発と 2）光波長変換ネットワーク制御方式の研究開発を平

行して進め、将来の光ネットワークにおける光波長変換器の有用性を検証し、実用化を見据えた取り組みを

行う。具体的には、高速性に優れた半導体電気吸収型変調器（Electro-Absorption Modulator; EAM）と遅延

干渉計による２R 型光波長変換器と、高効率性に優れた半導体光増幅器（ＳＯＡ）を用いた干渉計による２R

型光波長変換器の最適方式の確立を目指す。そのために必須である高安定かつコンパクトな干渉計を実現

するために、石英平面導波路（ＰＬＣ）によるハイブリッド集積技術の確立を目指す。また、光波長変換器によ

る光信号衝突回避を実現し、ネットワーク資源の有効利用を可能とする光ラベル認識による自立型波長変換

制御方式の研究開発を行い、小規模ネットワークにて検証する。 

最終的には、消費電力数百ｍＷ程度、波長切替時問１μ秒以下、100Gbit/s クラス対応の光波長変換素

子を開発し、光ラベル認識・制御による波長変換スイッチング方式を実証する。 

 

 

 

波長変換器サブグループ：開発項目と取り組み波長変換器サブグループ：開発項目と取り組み

方式／要素技術 高性能化・ｼｽﾃﾑ検証

◆2R型波長変換方式

H14 H15 H16 H17 H18

開発項目開発項目
・EAMベース素子

最適設計

・SOAベース素子
方式検討

中間目標達成 最終目標達成

・広帯域化
・ハイブリッド集積化

・光ラベル方式検討
・小規模(4x4)

システム検証

・実用的
システム
検証

◆3R型波長変換方式

◆非共鳴型波長変換方式

高速化

高速化

【波長変換素子】 広帯域化
方式/要素技術 高速化
ハイブリッド集積技術 協調動作 システム

【光ラベル認識制御技術】 検証
方式/要素技術 制御技術 試作・動作確認

中 間 評

・クロック再生パルス 
発生素子原理検証 
（注入同期動作） 

・高速化

・3R機能確認

・波長変換素子/ 
クロック再生パル

ス発生素子集積化

の課題抽出 

・モノリシック 
 集積化 
・低消費電力化 

 ﾓﾉﾘｼｯｸ集積化光 
 波長変換デバイス 



 16

ｂ）モノリシック集積化光波長変換デバイス 

任意の波長を光信号のまま、別の波長チャネルに切り替える小型で高効率なモノリシック集積化光波長変

換デバイスを開発する。 

光バーストスイッチに最適な方式、要素デバイスの基本検討を実施し、最終目標達成に向けた問題点の抽

出を図ると同時に、モノリシック集積化光波長変換デバイスを構成する要素デバイスの製作・評価を行う。 

１）光波長変換機能と、クロック再生機能とを兼ね備えた全光処理による実用的な波長変換回路を実現する

ために必要となる高速非線形デバイス（光ゲート SW 用の半導体光増幅器・光変調器、およびクロック再生素

子）の最適設計・試作を行い、個別高速非線形デバイスの相互利得・吸収・位相変調特性を考慮し、波長変

換回路の評価を行う。 

２）クロック再生用パルス発生技術の基礎検討を行う。具体的には、セルフパルセーティングＤＦＢレーザの試

作を行い、最終目的である 100Gbps 以上の動作を確認する。また、マッハツェンダー干渉計導波路、半導体

光増幅器との集積化技術について検討を行う。 

目標仕様としては、以下の値を最終目標とする。 

a)制御系を除いた容積数立方センチ以下 

b)消費電力数百ｍＷ程度 

c)波長切替時問１μ秒以下 

d)100Ｇbps クラス対応 

 

ｃ）非共鳴型波長変換器 （一部は平成 16 年度で終了） 

任意の波長の光信号を別の波長に変換する波長変換素子、および光ラベルを認識することにより、切替波

長を制御する自立型波長変換器を実現するための、①波長変換素子の研究開発と②波長変換制御方式の

研究開発を行う。図 2.5 に、自立型波長変換器の全体構成図を示す。 

 

 

ラベル
識別

非共鳴型波長変換素子：
SC光による広帯域任意（N:N）波長変換

ハイブリッド集積：
シリコンマイクロレンズアレイ技術

光パケット信号

データ ラベル

λN λL

光パケット信号

データ ラベル

λN’ λL’

データ

λN

ラ
ベ

ル

λ
L

ラベル
発生

切替
回路

クロック
再生

EA/SOA

MLLD

SC発生

AWG
+SW

波長
選択

光符号ラベル認識/制御：
符号パタンの一致/不一致でラベルを識別

ラベル
識別

非共鳴型波長変換素子：
SC光による広帯域任意（N:N）波長変換

ハイブリッド集積：
シリコンマイクロレンズアレイ技術

光パケット信号

データ ラベル

λN λL

光パケット信号

データ ラベル

λN’ λL’

データ

λN

ラ
ベ

ル

λ
L

ラベル
発生

切替
回路

クロック
再生

EA/SOA

MLLD

SC発生

AWG
+SW

波長
選択

光符号ラベル認識/制御：
符号パタンの一致/不一致でラベルを識別

 
 

 

 

（ⅰ）波長変換素子の研究開発 （平成 16 年度で終了） 

任意波長の光信号を別波長に変換する非共鳴型波長変換器の開発として、波長変換方式開発及び再生

信号パルスの動作検証（波長帯域≧10nm、動作速度（≧10Gbps）を行う。さらに、光波長変換用ファイバーの

パラメータ最適化等により波長変換素子の高性能化および広帯域化（波長帯域≧30nm）により中間目標（波

長帯域 30nm、動作速度 10Gbps）を実現する。さらに、動作速度の向上（40Gbps）を実現する（最終目標）。 

実用化に向けた命題となる装置の安定化・小型化を実現するための技術として、シリコンマイクロレンズア

レイ技術を用いた光ハイブリッド集積技術を開発し、小型モジュール化技術を確立する（最終目標）。 

図 2.5 自立型波長変換器の全体構成図 
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（ⅱ）波長変換制御方式の研究開発 （平成 17 年度よりサブシステム実証として実施） 

波長変換動作を制御するために必要な光ラベル認識制御方式の開発として、光ラベル方式の開発および

光ラベル認識のキーデバイスである FBG を用いた光ラベル認識素子の開発（波長チャネル≧4ch）を行い、

波長変換素子との接続動作検証を行う（中間目標）。さらに、光ラベル認識の高速動作化、高機能化を目的と

した光ラベル認識素子の最適化を行い、波長チャネルを拡大（≧32ch）する技術を確立する（最終目標）。 

波長変換素子との協調動作検証及び自立型波長変換器におけるシステム動作検証を行う（最終目標）。 

 

 

（２）－２  中間評価後 

 上記 3 方式からサブシシテムへの搭載することを考慮し、モノリシック集積化光波長変換デバイスを選択し

リソースを集中し研究開発を進めた。 

 

ｂ）モノリシック集積化光波長変換デバイス 

超高速/大容量電子制御型波長多重光スイッチノードを用いたシステムにおいて、任意の波長を光信号の

まま、別の波長チャネルに切り替える小型で高効率な全光波長変換デバイスを開発する。 

さらに、非線形効果に基づく波形整形機能や、高機能光源と組み合わせたクロック再生機能で超高速光信

号を伝送したときの波形劣化を防止し、伝送路と速度に対するネットワークの制約を取り除く技術開発を行う。 

さらに、これらのデバイスが複数実装されてひとつのノード装置が構成されることに考慮して、超小型、低

消費電力、集積・大規模並列化可能、低コスト、実装容易であって、量産性、信頼性、多段接続性に優れるデ

バイスの研究開発を行う。大量に実装される実用的なデバイスを得る手法として、具体的にはインジウム燐

系の化合物半導体プラットフォーム上に各機能デバイスを集積化していく開発方針のもとに、図 2.6 に示す

全体計画で進める。詳細を以下に述べる。 

モノリシック集積化光波長変換素子については、マッハツェンダ干渉計導波路に SOA を集積化した光波長

変換素子による高速な光波長変換動作（≧40Gbps）を検証する。さらに、内部の発光効率や利得を高めて広

波長帯域化（≧30nm）を実現し、光スイッチングノードとして波長衝突回避に十分な帯域を確保できることを検

証する。 

また、クロック再生機能を提供するデバイスとしてセルフパルセーティングＤＦＢ－ＬＤを開発し、40Gbps を

超える速度でのクロック発生動作を検証する。さらに、セルフパルセーティングＤＦＢ－ＬＤがクロック再生機能

を有することを確認するため、光信号を注入し、注入光に同期したクロックパルスを 40Gbps を超える速度ま

で再生できることを実証する。さらに、クロック再生機能が電気的な送受信機能に対して遜色ないことを実証

するため、注入同期によるクロック再生パルス発生に必要な入力レベルを高感度化する開発を行い、光ス

イッチングノードに適用した場合の多段接続性能をさらに高める。さらには、波長変換モジュールとクロック再

生モジュールとを組み合わせて、40Gb/s 以上の速度とＣ帯全域にわたる広帯域入力波長での光３Ｒ波長変

換動作を実証する。 

サブシステム実証にむけては、偏波依存性を低減した光波長変換素子と、非球面多心一括結合光学系に

より入出力ファイバ間の利得を高めた波長切替時間１μ秒以下、容積 4cc 程度以下の小型な光波長変換モ

ジュールを開発し、複数のノード構成でのサブシステム実証試験に適用する。また併せて、光波長変換素子

の実用化に向けた評価として、伝送効率の高い高速バースト光信号に対する光波長変換素子の光学特性の

評価を実施する。将来の実トラフィックとして想定されるバースト光信号の立ち上がり/立ち下がり時間が 20 ﾅ

ﾉ秒、ガードタイム 40 ﾅﾉ秒クラス、ランダムなパターン長、ランダムなガードタイム等を有する光信号を用いて

評価を行い、光波長変換素子の実用化に向けた高速変換動作、次世代光スイッチングノードへの適用可能

性を実証する。 

 










































































































































































